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～ 労使紛争の迅速・的確な解決を目指します ～ 



は  じ  め  に 

 

 

 この年報は、令和４年１月から12月までの１年間における当委員会の活動の概要

及び取扱事件の処理状況を取りまとめたものです。 

 令和４年に取り扱った事件は、集団的労使紛争に係る調整事件が５件、個別的労

使紛争に係るあっせん事件が６件及び不当労働行為事件が２件となっています。   

公・労・使の三者で構成されている労働委員会では、その特色を生かしながら、

公正かつ迅速な事件の処理を目指し活動しています。 

この冊子を通しまして、労使各位をはじめ、労働問題に関心のある方々に、労働

委員会の活動内容を御理解いただきますとともに、良好な労使関係の維持・発展に

多少なりともお役に立てれば幸いです。 

 

 

 

 

 

 

  令和５年３月 

 

                      茨城県労働委員会 

                        事務局長 大川 遵一 
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第１章  労働委員会の概要 

 

第１節  労働委員会の構成 

 

１ 組  織 

  都道府県労働委員会は、労働組合法第19条、第19条の12及び地方自治法第180条の５の

規定に基づいて、都道府県知事の所轄の下に設置されている行政委員会である。 

  その構成は、労働者を代表する委員（労働者委員）、使用者を代表する委員（使用者委

員）、公益を代表する委員（公益委員）の三者からなり、委員の数はそれぞれ５人ずつ、

総数15人である。 

  労働者委員は労働組合の推薦に基づいて、使用者委員は使用者団体の推薦に基づいて、

公益委員は使用者委員及び労働者委員の同意を得て、知事が任命している。 

  委員会には、委員が公益委員の中から選出した会長及び会長代理が置かれている。 

 

２ 職務権限 

  労働委員会の職務権限は、労働組合法、労働関係調整法及び地方公営企業等の労働関係

に関する法律等に規定されているが、その主なものは次のとおりである。 

(1)  労働組合の資格審査を行うこと（労働組合法第５条、第11条）。 

 (2)  労働協約の地域的拡張適用の決議を行うこと（労働組合法第18条）。 

 (3)  不当労働行為の審査を行うこと（労働組合法第７条、第27条、地方公営企業等の労

働関係に関する法律第４条）。 

  (4)  労働争議のあっせん、調停及び仲裁を行うこと(労働関係調整法第10条～第35条、

地方公営企業等の労働関係に関する法律第４条、第14条、第15条）。 

 (5)  特別調整委員の設置について意見を述べること及びその人数に対する同意を行う

こと（労働関係調整法第８条の２、同法施行令第１条の６において準用する同令第１条）。 

 (6)  争議行為発生届出を受理すること（労働関係調整法第９条）。 

  (7)  公益事業における争議行為予告通知を受理すること（労働関係調整法第37条）。 

 (8)  労働関係調整法第37条違反の審査及び処罰請求を行うこと(労働関係調整法第42条、

同法施行令第11条）。 

 (9)  地方公営企業等の労働組合の非組合員の範囲について認定し、告示を行うこと（地

方公営企業等の労働関係に関する法律第５条第２項）。 

 (10)  事務を行うために必要があると認めたときに、出頭、報告の提出、帳簿書類の提出

を求め、又は事業場への臨検、検査を行うこと（労働組合法第22条）。 

 (11)  事業所において、同盟罷業又は作業所閉鎖に至るおそれの多い争議が発生しており、

求職者を無制限に紹介することによって、当該争議の解決が妨げられることを公共職

業安定所に通報すること（職業安定法第20条）。 

 (12)  事業所において、同盟罷業又は作業所閉鎖に至るおそれの多い争議が発生しており、

無制限に労働者派遣がされることによって、当該争議の解決が妨げられることを公共

職業安定所に通報すること（労働者派遣法第24条）。 
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３ 委  員 

  令和４年の労働委員会委員は次のとおりである。 

第47期（任期 令和２年12月１日～令和４年11月30日）        （令和４年11月30日現在） 

区

分 
氏   名 現職、（ ）は前歴 任命年月日 備考 

公

益

委

員 

◎ 木島 千華夫 弁護士 
 平 

 24.12.１ 

再 

５期 

〇 亀田 哲也 弁護士 
 平 

 30.12.１ 

再 

２期 

  吉田  勉  常磐大学総合政策学部教授 
 平 

 30.12.１ 

再 

２期 

石川 和宏 （元茨城県労働委員会事務局長） 
 令 

 ２.12.１ 

新 

１期 

後藤 玲子 茨城大学人文社会科学部教授 
 令 

 ２.12.１ 

新 

１期 

労

働

者

委

員 

  内山  裕 日本労働組合総連合会茨城県連合会会長 
 平 

30.１.１ 

再 

３期 

  吉田  豊  茨城県教職員組合顧問 
 平 

 28.12.１ 

再 

３期 

髙木 英見 
日本労働組合総連合会茨城県連合会 

事務局長 

 平 

29.９.１ 

再 

３期 

菅原 康弘 茨城交通労働組合執行委員長 
 令 

 ２.12.１ 

新 

１期 

関口 喜一 情報産業労働組合連合会茨城県協議会議長 
 令 

 ３.11.１ 

新 

１期 

使

用

者

委

員 

  安田 仁四 (一社)茨城県経営者協会人事労務相談室長 
 平 

 24.12.１ 

再 

５期 

  澤畑 愼志   (一社)茨城県経営者協会副会長 
平 

28.12.１ 

再 

３期 

  曽根  徹   
(株)日立製作所人財統括本部エネルギー 

ＣＨＲＯ兼日立事業所事業所長 

 平 

30.５.１ 

再 

３期 

  生井 義雄   (株)カスミ常勤監査役 
 平 

30.12.１ 

再 

２期 

  吉原 祐二   
(株)ケーズホールディングス取締役 

常務執行役員管理本部長 

 令 

 ２.12.１ 

新 

１期 

◎   会長   ○   会長代理 



- 3 - 

 

 

 

第48期（任期 令和４年12月１日～令和６年11月30日）        （令和４年12月31日現在） 

区

分 
氏   名 現職、（ ）は前歴 任命年月日 備考 

公

 

益

 

委

 

員 

◎ 亀田 哲也 弁護士 
 平 

 30.12.１ 

再 

３期 

〇 石川 和宏 （元茨城県労働委員会事務局長） 
 令 

 ２.12.１ 

再 

２期 

後藤 玲子 茨城大学人文社会科学部教授 
 令 

 ２.12.１ 

再 

２期 

阿久津正晴 弁護士 
 令 

 ４.12.１ 

新 

１期 

鈴木 健秀 弁護士 
 令 

 ４.12.１ 

新 

１期 

労

働

者

委

員 

  内山  裕 日本労働組合総連合会茨城県連合会会長 
 平 

30.１.１ 

再 

４期 

髙木 英見 
日本労働組合総連合会茨城県連合会 

事務局長 

 平 

29.９.１ 

再 

４期 

菅原 康弘 茨城交通労働組合執行委員長 
 令 

 ２.12.１ 

再 

２期 

関口 喜一 情報産業労働組合連合会茨城県協議会議長 
 令 

 ３.11.１ 

再 

２期 

千歳 益彦 
全日本自治団体労働組合茨城県本部 

執行委員長 

 令 

 ４.12.１ 

新 

１期 

使

用

者

委

員 

  澤畑 愼志   (一社)茨城県経営者協会副会長 
平 

28.12.１ 

再 

４期 

  曽根  徹   
(株)日立製作所人財統括本部エネルギー 

ＣＨＲＯ兼日立事業所事業所長 

 平 

30.５.１ 

再 

４期 

  加藤 祐一 (一社)茨城県経営者協会専務理事 
 令 

４.12.１ 

新 

１期 

  堀  延也 
 （株）ケーズホールディングス 

取締役監査等委員 

令 

４.12.１ 

新 

１期 

  渡邊 敏幸 
（株）カスミ 

執行役員人事戦略部マネジャー 

 令 

４.12.１ 

新 

１期 

◎   会長   ○   会長代理 
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４ あっせん員候補者 

（令和４年12月31日現在） 

氏   名 現職、（ ）は前歴 

亀 田 哲 也 
弁護士 

茨城県労働委員会公益委員 

石 川 和 宏 
（元茨城県労働委員会事務局長） 

茨城県労働委員会公益委員 

後 藤 玲 子 
茨城大学人文社会科学部教授 

茨城県労働委員会公益委員 

阿久津 正 晴 
弁護士 

茨城県労働委員会公益委員 

鈴 木 健 秀 
弁護士 

茨城県労働委員会公益委員 

内 山   裕 
日本労働組合総連合会茨城県連合会会長 

茨城県労働委員会労働者委員 

髙 木 英 見 
日本労働組合総連合会茨城県連合会事務局長 

茨城県労働委員会労働者委員 

菅 原 康 弘 
茨城交通労働組合執行委員長 

茨城県労働委員会労働者委員 

関 口 喜 一 
情報産業労働組合連合会茨城県協議会議長 

茨城県労働委員会労働者委員 

千 歳 益 彦 
全日本自治団体労働組合茨城県本部執行委員長 

茨城県労働委員会労働者委員 

澤 畑 愼 志 
(一社)茨城県経営者協会副会長 

茨城県労働委員会使用者委員 

曽 根   徹 
（株）日立製作所日立事業所事業所長 

茨城県労働委員会使用者委員 

加 藤 祐 一 
(一社)茨城県経営者協会専務理事 

茨城県労働委員会使用者委員 

堀   延 也 
（株）ケーズホールディングス取締役監査等委員 

茨城県労働委員会使用者委員 

 渡 邊 敏 幸 
（株）カスミ執行役員人事戦略部マネジャー 

茨城県労働委員会使用者委員 

大 川 遵 一 茨城県労働委員会事務局長 

清 水   伸 同           次長兼総務調整課長 

丸 山 達 也 同           審査課長 
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５ 事 務 局 

  事務局には、会長の同意を得て都道府県知事が任命する事務局長及び必要な職員を置く

こととされており（労働組合法第19条の12）、事務局の組織は、会長の同意を得て都道府

県知事が定めることとされている（労働組合法施行令第25条）。 

  当事務局については、茨城県労働委員会事務局の組織等に関する規則（昭和37年茨城県

規則第10号）により内部組織、事務決裁等必要な事項が定められている。 

  昭和61年４月以降は、総務調整課及び審査課の２課制となっている。 

  職員定数は10人で、令和４年12月31日現在の現員は11人である。 

 

○ 組  織（令和４年12月31日現在） 

              (兼)総務調整課長―付  (１) 

                           主査(１) 

係長(２) 

事務局長─次長              主任(１) 

 

 

              審査課長       係長(２) 

主事(１) 
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第２節  会議・研修 

 

１ 会議概要 

労働委員会が開催する会議には、総会、公益委員会議等がある。 

なお、総会は臨時に招集される場合がある。 

また、このほかに、労働委員会相互の間の連絡を密にし、その事務の処理につき必要

な統一と調整を図るための全国的、地域的な連絡協議会等がある。 

 

(1) 総  会 

    委員全員で行う会議で、労働委員会規則第５条第１項に規定する事項を審議決定す

るほか、公益委員会議の決定事項の報告、あっせん、調停、仲裁に関する報告等、委

員会の活動を総合的に把握し、適切な運営を期するために行われる。 

総会は、原則として毎月第３木曜日を定例日として開催している。 

 

＜総会の開催状況＞ 

回数 
開催 

月日 
付 議 事 項 等 

1081  
１.20  

（木） 

・令和３年（個）第５号事件の結果について 

・令和４年（個）第１号事件について 

・争議行為予告通知関係について 

・公益委員会議の結果について 

・幹事委員会の結果について 

1082  
２.17 

（木） 

・審査の実施状況の公表について 

・令和４年（個）第１号事件について 

・令和４年（個）第２号事件について 

・争議行為予告通知関係について 

・公益委員会議の結果について 

1083  
３.17 

（木） 

・令和４年（個）第１号事件について 

・令和４年（個）第２号事件について 

・令和４年（個）第３号事件について 

・令和４年（個）第４号事件について 

・争議行為予告通知関係について 

・公益委員会議の結果について 

・幹事委員会の結果について 

1084 
４．21 

（木） 

・あっせん員候補者の委嘱及び解任について 

・令和４年（個）第１号事件の結果について 

・令和４年（個）第２号事件について 

・令和４年（個）第３号事件について 

・令和４年（個）第４号事件の結果について 

・争議行為予告通知関係について 

・公益委員会議の結果について 
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回数 
開催 

月日 
付 議 事 項 等 

1085 
５.19 

（木） 

・令和４年（個）第２号事件の結果について 

・令和４年（個）第３号事件の結果について 

・関東ブロック労働委員会三者連絡協議会の結果について 

・争議行為予告通知関係について 

・公益委員会議の結果について 

1086 
６.16 

（木） 

・争議行為予告通知関係について 

・公益委員会議の結果について 

・幹事委員会の結果について 

1087 
７.21 

（木） 

・争議行為予告通知関係について 

・公益委員会議の結果について 

1088 
８.18 

（木） 

・労働協約の拡張適用の申立てについて 

・労働協約の拡張適用の申立てに係る小委員会の設置について 

・令和４年（調）第１号争議について 

・争議行為予告通知関係について 

・公益委員会議の結果について 

1089 
９.15 

（木） 

・労働協約拡張適用に関する小委員会運営要項について 

・労働協約拡張適用に関する小委員会の委員の指名について 

・令和４年（調）第１号争議について 

・関東ブロック労働委員会三者連絡協議会の結果について 

・争議行為予告通知関係について 

・公益委員会議の結果について 

1090 
10.20 

（木） 

・茨城県個人情報の保護に関する条例の一部改正について 

・令和４年（調）第１号争議あっせんの結果について 

・令和４年（調）第２号争議について 

・令和４年（調）第３号争議について 

・関東ブロック労働委員会三者連絡協議会の結果について 

・争議行為予告通知関係について 

・労働協約拡張適用に関する小委員会の結果について 

・公益委員会議の結果について 

・幹事委員会の結果について 

1091 
11.24 

（木） 

・令和４年（調）第２号争議について 

・令和４年（調）第３号争議について 

・令和４年（調）第４号争議について 

・令和４年（調）第５号争議について 

・令和４年（個）第５号事件について 

・令和４年（個）第６号事件について 

・争議行為予告通知関係について 

・労働協約拡張適用に関する小委員会の結果について 

・公益委員会議の結果について 

・全国労働委員会連絡協議会総会の結果について 

1092 
12.１ 

（木） 

・会長及び会長代理の選出について 

・あっせん員候補者の委嘱について 

・幹事委員の選出について 

・議事録署名委員の選任について 
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回数 
開催 

月日 
付 議 事 項 等 

1093 
12.15 

（木） 

・労働協約拡張適用に関する小委員会の委員の指名について 

・令和４年（調）第２号争議あっせんの結果について 

・令和４年（調）第４号争議について 

・令和４年（調）第５号争議について 

・令和４年（個）第５号事件について 

・令和４年（個）第６号事件について 

・争議行為予告通知関係について 

・労働協約拡張適用に関する小委員会の結果について 

・公益委員会議の結果について 

・幹事委員会の結果について 
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(2) 公益委員会議 

労働組合法第24条の２第３項の規定により公益委員の全員をもって構成する合議

体で、労働委員会規則第９条第１項に規定する労働組合の資格に関する事項、不当労

働行為に関する事項等を審議決定する。 

原則として定例総会の日に、それに先だって開催することとしている。 

 

＜開催状況＞ 

回数 
開催 

月日 
付 議 事 項 等 

926 
１.20 

（木） 

・令和３年(資)第５号の資格審査について 

927 
２.17 

（木） 

・令和３年の審査の実施状況の公表について 

・令和２年(不)第１号事件について 

928 
３.17 

（木） 

・令和２年(不)第２号事件について 

929 
４.21 

（木） 

・令和４年(資)第１号の資格審査について 

・第87回関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議の議題検討について 

930 
５.19 

（木） 

・令和４年(資)第２号の資格審査について 

 

931 
６.16 

（木） 

・令和２年(不)第２号事件の意見聴取（参与委員）について 

・令和２年(不)第１号事件について 

932 
７.21 

（木） 

・令和２年(資)第８号、令和４年(資)第３号及び令和４年(資)第４号の

資格審査について 

933 
８.10 

（水） 

・令和２年(不)第２号事件について（第１回合議） 

 

934 
８.18 

（木） 

・第88回関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議の議題検討について 

 

935 
９.12 

（月） 

・令和２年(不)第２号事件について（第２回合議） 

936 
９.15 

（木） 

・令和２年(不)第１号事件について 

937 
９.26 

（月） 

・令和２年(不)第２号事件について（第３回合議） 

938 
10.20 

（木） 

・令和２年(不)第２号事件について（第４回合議） 

・令和４年(資)第５号、令和４年(資)第６号、令和４年(資)第７号及び

令和４年(資)第８号の資格審査について 

939 
11.24 

（木） 

・令和２年(不)第２号事件について 

940 
12.15 

（木） 

・令和２年(不)第１号事件について 

・令和２年(不)第２号事件について 

・第89回関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議の議題について 

 



- 10 - 

(3) 調停委員会 

労働関係調整法第19条の規定に基づき、会長が指名する公労使各側代表委員又は特

別調整委員で構成される会議で労働争議の調停にあたる。 

平成19年に行われた以降は、事件がないため開催されていない。 

 

(4) 仲裁委員会 

労働関係調整法第31条の規定に基づき、公益委員又は特別調整委員の中から関係当

事者の合意により会長が指名した３人以上の奇数の仲裁委員で構成される会議で労

働争議の仲裁にあたる。 

昭和43年に行われたのみで、その後事件がないため開催されていない。 

 

(5) 小委員会 

労働委員会規則第５条の規定に基づき、総会の議決又は会長の専決により会長が指

名する委員で構成される会議で、総会の付議事項中特定の事項について調査、審議等

を行う。 

令和４年８月18日開催の総会の議決により、労働協約の拡張適用の申立てに係る小

委員会を設置することとされ、次のとおり公労使委員各２名の委員が小委員会委員

に指名された。この小委員会は、令和４年中に計５回開催された。 

 

   〇 令和４年９月１日～同年11月30日 

 （公）木島会長、石川委員 

（労）内山委員、菅原委員 

（使）安田委員、澤畑委員 

 

   〇 令和４年12月９日～ 

    （公）石川会長代理、鈴木委員 

    （労）内山委員、菅原委員 

    （使）澤畑委員、加藤委員 
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(6) 連絡協議会及び連絡会議 

労働委員会規則第86条の規定により、労働委員会相互の間の連絡を密にし、その事

務の処理につき必要な統一と調整を図るため、公・労・使各側委員の三者構成による

連絡協議会及び会長の連絡会議が、それぞれ全国会議、ブロック会議にわかれて開催

されている。 

このほか、公益委員連絡会議（ブロック会議）、事務局の事務局長会議（全国会議）、

調整、審査各主管課長会議（全国会議）が開催されている。 

 

＜連絡協議会及び連絡会議の開催状況＞ 

ア 連絡協議会 

(ｱ)全国 

協 議 会 名 

（開催期日・場所） 

出 席 委 員 

議 題 等 

第77回全国労働委員会連絡協

議会総会 

（11/17～18 東京都渋谷区） 

(公)木島会長、石川委員  

(労)髙木委員、菅原委員 

(使)安田委員、澤畑委員 

１ 労働委員会の広報活動について             

（中国ブロック公労使） 

２ 労働委員会の在り方・ビジョン検討小委員会の中間報

告について               （中労委） 

３ 労働紛争の多様化と労働委員会の新たな役割（講演） 

４ 労働施策総合推進法の全面施行を踏まえた、労働委員

会におけるパワーハラスメントに係るあっせん事件へ

の対応について 

               （関東ブロック公労使） 

(ｲ)関東ブロック 

協 議 会 名 

（開催期日・場所） 

出  席  委  員 

議 題 等 

第148回関東ブロック労働委

員会三者連絡協議会 

（５/12 Web・書面開催（長

野県主催）） 

(公)吉田委員、石川委員 

(労)吉田委員、菅原委員 

(使)安田委員、吉原委員 

〇 議題（Web開催） 

１ 雇用関係終了後の時間経過と「使用者が雇用する労

働者」への該当性について 

                     （群馬県） 

 ２ あっせん事件における解雇の金銭解決について 

                     （長野県） 

第149回関東ブロック労働委

員会三者連絡協議会 

（９/13 Web・書面開催（群

馬県主催）） 

(公)木島会長、後藤委員 

(労)吉田委員、関口委員 

(使)澤畑委員、生井委員 

〇 議題（Web開催） 

 １ 組合からの対面による団体交渉の申入れに対して、

会社がオンラインによる団体交渉にしか応じられな

いとして団体交渉に応じなかった場合、不当労働行為

に当たるか 

（埼玉県） 

 ２ 集団事件における立会団交について                                

（群馬県） 

 

 

 

 



- 12 - 

イ 連絡会議 

(ｱ)全国 

会 議 名 

 
議 題 等 

全国労働委員会会長連絡会議 

 

 （中止） 

 

(ｲ)関東ブロック 

会 議 名 

（開催期日・場所） 
議 題 等 

第87回関東ブロック労働委員

会公益委員連絡会議 

（５月・書面開催（長野県主

催）） 

同族会社のいわゆる「オーナー」の使用者性について 

                     （長野県） 

第88回関東ブロック労働委員

会公益委員連絡会議 

（９月・書面開催（群馬県主

催）） 

労働者側の粗暴な言動等と団体交渉拒否の「正当な理由」

の該当性について 

                     （群馬県） 

 

  ウ その他の会議 

会 議 名 

（開催期日・場所） 
議 題 等 

全国労働委員会事務局長連絡

会議 

 （中止） 

全国労働委員会事務局調整主

管課長会議 

（11/29 東京都港区） 

・中央労働委員会事務局調整担当課からの説明 

・都道府県労働委員会事務局からの事例報告 

・都道府県労働委員会事務局からの業務報告 

全国労働委員会事務局審査主

管課長会議 

（11/28 東京都港区） 

・中央労働委員会事務局審査担当課からの説明 

・都道府県労働委員会事務局からの事例報告 

・労働委員会在り方・ビジョン検討小委員会の現状につい

て 
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２ 研修概要 

労働委員会委員の自己研さんを目的として、労働問題や労働行政等についての各界の

専門家による講演などを毎年開催している。 

研 修 会 名 

（開催期日・場所） 
講師 演  題 

茨城県労働委員会委員研修会 

（７/21・茨城県水戸市） 

鵜飼 良昭 氏 

弁護士 

労働紛争解決の実際と現代的

課題 
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第２章  労働争議の調整 

 

第１節  調 整 事 件 

 

１ 概  況 

(1) 取扱件数 

令和４年の取扱件数は５件で、前年からの繰越事件はなく、新規係属事件が５件で

あった。 

    なお、最近５年間における取扱件数は〔表－１〕のとおり、新規係属事件における

業種別取扱件数は〔表－２〕のとおりである。 

  〔表－１〕 年別取扱事件数 

区分         年 30 元（31） ２ ３ ４ 

前年からの繰越件数（①） 1 － － － － 

新 規 申 請 件 数（②）  3 － － １ ５ 

新 

規 

申 

請 

事 

件 

の 

区 

分 

調

整

区

分

別 

あ っ せ ん  3 － － 1 ５ 

調   停 － － － － － 

仲   裁 － － － － － 

開

始

事

由

別 

労 組 申 請  2 － － 1 ５ 

使用者申請 1 － － － － 

双 方 申 請 － － － － － 

職   権 － － － － － 

組

合

系

統 

労 連 系 － － － － － 

連 合 系 1 － － 1 １ 

労 協 系 － － － － － 

系 統 な し  1 － － － ４ 

計  （①＋②）  4 － － 1 ５ 

終 結 件 数（③）  4 － － 1 ３ 

翌年への繰越件数 

{（①＋②）－③} 
－ － － － ２ 
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 〔表－２〕 業種別取扱状況（新規係属事件） 

           年 

 業種別
  30 元（31） ２ ３ ４ 

農 ・ 林 ・ 漁 業 － － － － － 

鉱 業 、 採 石 業 、 

砂 利 採 取 業 
－ － － － － 

建 設 業 － － － － － 

製 造 業 － － － － － 

電 気 ・ ガ ス ・ 

熱 供 給 ・ 水 道 業 
－ － － － － 

情 報 通 信 業 － － － － － 

運 輸 業 、 郵 便 業 － － － － 4 

卸 売 業 、 小 売 業 － － － － － 

金 融 業 、 保 険 業 － － － － － 

不 動 産 業 、 物 品 賃 貸 業 － － － － － 

学 術 研 究 、 

専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 
－ － － － － 

宿 泊 業 、 

飲 食 サ ー ビ ス 業 
－ － － － － 

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 、 

娯 楽 業 
－ － － － － 

教 育 、 学 習 支 援 業 1 － － － － 

医 療 、 福 祉 2 － － 1 1 

複 合 サ ー ビ ス 事 業 － － － － － 

サ ー ビ ス 業 － － － － － 

公 務 － － － － － 

分 類 不 能 － － － － － 

合 計  3  － － 1 5 



- 16 - 

 

(2) 企業規模別取扱状況 

     新規係属事件の企業規模別取扱状況は、〔表－３〕のとおりである。 

 

 〔表－３〕 企業規模別取扱状況（新規係属事件） 

年 

企業規模別 
30 元（31） ２ ３ ４ 

    ～ 10人 2 － － － 1 

 11 ～ 30 － － － － － 

 31 ～ 50 － － － － － 

 51 ～ 100 － － － － 2 

 101 ～ 300 1 － － － － 

 301 ～ 500 － － － 1 1 

 501人 以 上 － － － － 1 

合   計 3  － － 1 5 

 

(3) 調整事項別取扱状況 

     新規係属事件の調整事項別の取扱状況は、〔表－４〕のとおりである。 

 

 〔表－４〕 調整事項別取扱状況（新規係属事件） 

年 30 元(31) ２ ３ ４ 

調整事項          3 － － 1 5 

組 合 承 認 ・ 組 合 活 動 1 － － － － 

協 約 改 定 ・ 効 力 1 － － 1 － 

賃 金 増 額 － － － － 1 

一     時     金 － － － － － 

その他の賃金に関すること 2 － － － － 

賃 金 以 外 の 労 働 条 件 1 － － － － 

経営人事（配転・解雇等） － － － － 1 

団 交 促 進 － － － － 3 

事  前  協  議  制 － － － － － 

そ     の     他 1 － － － － 

合           計 6 － － 1 5 

   （注） 調整事項が２項目以上にわたる場合があるため、調整事項数は申請件数に一

致しない。 

 

 

件 数

件数 

件 数

件数 
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 (4) 事件の処理状況 

     取扱事件の終結事由及び処理日数別の取扱状況は、〔表－５〕のとおりである。 

 

 〔表－５〕 終結事由別及び処理日数別取扱状況 

区     分 30 元(31) ２ ３ ４ 

終 

結 

事 

由 

解        決 2  － － 1 3 

取    下    げ － － － － － 

打    切    り 2 － － － － 

打 切 り （ 不 参 加 ） － － － － － 

規則 65Ⅱ（不開始） － － － － － 

不        調 － － － － － 

合     計 4  － － 1 3 

処 

理 

日 

数 

 １ ～ ５日 － － － － － 

６ ～ 10 － － － － － 

11 ～ 20 － － － － － 

21 ～ 30 1 － － － － 

31 ～ 50 2 － － － － 

51日以上 1 － － 1 3 

   （注１） 処理日数は調整員指名日（開始月日）から終結日までの日数 

 （注２） 調整員指名前に取り下げられた事件、不開始が決定された事件、被申請

者の不参加により打切りとなった事件については、処理日数を算定していな

い。 

 (注３)  被申請者の不参加により打切りとなった事件は、「打切り（不参加）」に

計上している。 



　 　  令和４年に係属した事件の概要は、次のとおりである。

令和４年　調整事件取扱一覧表

事件
番号

業　種
従業
員数

申請者
区　分

組合加盟
上部団体

調整
区分

調　 整　 事　 項
調整
回数

所要
日数

終結
状況

調 整 員

①令
４

(調)
１

運輸 88 組合
日本X労
働組合

あっ
せん

企業内最低賃金の引き上げ 1 60 解決
亀田(公)
吉田(労)
吉原(使)

②令
４

(調)
２

運輸 6 組合 ―
あっ
せん

団体交渉の応諾 1 61 解決
木島(公)
関口(労)
澤畑(使)

③令
４

(調)
３

運輸 316 組合 ―
あっ
せん

配置転換及び懲罰の撤回 1 63 解決

石川(公)
後藤(公)
菅原(労)
曽根(使)

④令
４

(調)
４

運輸 782 組合 ―
あっ
せん

団体交渉の応諾 ― ―
翌年に
繰越し

亀田(公)
内山(労)
堀(使)

⑤令
４

(調)
５

  医療、
福祉

91 組合 ―
あっ
せん

団体交渉の応諾 ― ―
翌年に
繰越し

未定

終結
月日

開始
月日

申請
月日

８.１

９.26 ９.30

10.26

12.14

10.６

９.28

11.２

８.８

　２　取扱事件の概要

― ―11.2

11.29

12.27

―
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第２節  争議行為予告通知及び労働争議の実情調査 
 

１ 争議行為予告通知 

(1) 概  況 

    令和４年に新たに取り扱った件数（当労委で受理又は当労委を経由したもの及び中

労委が受理したもののうち本県に関係するとして連絡があったものの件数）は28件で

あった。 

 

(2) 争議行為予告通知一覧表 

通知者名称 業種 争議項目 
当労委 

受付日 

中労委 

受付日 

当労委での

実情調査 

実施の有無 

国 鉄 労 働 組 合 
陸上 

旅客 

2022年４月１日以降の賃金の

引き上げ等に関する要求 
 ２.14 無 

茨城県医療労働組合連合会 医療 賃金引上げ等 2.16  有 

全 日 本 建 設 交 運 一 般 

労 働 組 合 全 国 鉄 道 本 部 

陸上 

旅客 

2022年４月１日以降の賃金の

引き上げ等に関する要求 
 ２.21 無 

国鉄動力車労働組合総連合 
陸上 

旅客 

2022年４月１日以降の新賃金

等 
 ２.25 無 

全 国 電 力 関 連 産 業 

労 働 組 合 総 連 合 
電力 2022春季生活闘争  ２.28 無 

日 立 物 流 労 働 組 合 
道路 

貨物 
賃金引上げ・一時金  ２.28 無 

茨城県医療労働組合連合会 医療 賃金引上げ等 2.28  有 

全 日 本 港 湾 労 働 組 合 港湾 賃金引き上げ等  ３.１ 無 

エヌ・ティ・ティ労働組合 通信 賃金改善等  ３.３ 無 

情報産業労働組合連合会 

K D D I 労 働 組 合 
通信 2022春闘要求  ３.４ 無 

全日本運輸産業労働組合連合会 
道路 

貨物 
賃金制度の確立・改善等  ３.４ 無 

日本私鉄労働組合総連合会 
陸上 

旅客 

賃金・臨時給、産業別最低賃

金引き上げ 
 ３.７ 無 

郵政産業労働者ユニオン 通信 賃金の引き上げ等  ３.７ 無 

山陽自動車運送労働組合 
道路 

貨物 
春闘賃金引き上げ要求等  ３.８ 無 

全 済 生 会 労 働 組 合 医療 賃金引き上げ等  ３.18 無 

全 日 本 港 湾 運 輸 

労 働 組 合 同 盟 
港湾 

労働条件及び産別協定の改定

等 
 ３.18 無 
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全国港湾労働組合連合会 港湾 
労働条件及び産別協定の改定

等 
 ３.18 無 

茨城県医療労働組合連合会 医療 賃金引上げ等 3.31  有 

日 本 赤 十 字 労 働 組 合 医療 
賃金引き上げ・年間一時金等

の労働条件改善 
 ４.７ 無 

国鉄水戸動力車労働組合 
陸上

旅客 

労働委員会命令の完全履行、

組合員の不利益回復等 
 ４.22 有 

全 済 生 会 労 働 組 合 医療 2022年夏期一時金・夏期休暇  ５.９ 無 

全日本運輸産業労働組合連合会 
道路 

貨物 
一時金・労働諸条件改善等  ５.27 無 

全 済 生 会 労 働 組 合 医療 労働諸条件の改善  10.７ 無 

全日本国立医療労働組合 医療 賃金・労働条件の改善  10.18 無 

茨城県医療労働組合連合会 医療 年末一時金等 10.27  有 

全日本運輸産業労働組合連合会 
道路 

貨物 
年末一時金、労働協約改定等  10.28 無 

日本赤十字労働組合茨城県本部 医療 冬期一時金等 11.10  有 

茨城県医療労働組合連合会 医療 年末一時金等 11.14  有 

 

   ※ 「通知者名称」は、予告通知の差出人である組合名（連合団体である労働組合の場

合は、当該連合団体である労働組合名）を記載している。    

 

２ 労働争議の実情調査 

(1) 概  況 

ア 紛争事由別実情調査状況 

     令和４年に実施した労働争議実情調査の件数は16件（前年からの繰越し２件を含

む。）であった※。 

     これらの件数のうち、当労委で争議の予告を受理したものが14件、中労委が受理

したもの（当労委を経由したものを含む。）が２件で、全て公益事業である。 

紛争事由及び終結状況別にみると、〔表－１〕のとおりである。 

 

    ※ 令和元年９月19日以降、争議行為予告通知のうち、中労委管轄で、中労委から

連絡を受けたものについては、原則として本県労委での実情調査を行わないこと

とした。ただし、次のものについては実情調査を行っている。 

    ・ 予告通知を行った労働組合の主たる事務所が県内にあるもの又は本県労委を

経由したもの 

    ・ 県民生活に影響を及ぼすおそれがあるものなど、会長が特に必要と認めるも   

の 
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   〔表－１〕 実情調査実施状況 

項目          年 30 元(31) 2 3 ４ 

調   査   件   数 84 75 19 21 16 

紛

争

事

由 

労 働 協 約 改 定  － － － － － 

賃 金 増 額 36 36 5 3 5 

最 低 賃 金 制 － － － － － 

一 時 金 31 23 11 13 9 

退 職 金 － － － － － 

経 営 ・ 人 事  1 － － 2 － 

そ の 他 16 16 3 3 2 

終

結

状

況 

自 主 解 決 63 47 14 16 12 

あ っ せ ん 移 行 解 決  1 － － － － 

調 査 打 切 り － 25 2 3 1 

翌 年 へ 繰 越 し 20 3 3 2 3 

   （注）調査件数は、前年からの繰越しを含む。 

 

 

 

 

イ 事業別調査状況 

    事業別調査件数は、〔表－２〕のとおりである。 

 

  

  〔表－２〕 事業別調査件数 

区 

分 

運 輸 事 業 

郵 便・

信書便・

電気通信

事   業 

水 道 ・ 電 気 ・ 

ガ ス 供 給 事 業 

医療・

公衆衛

生事業 
計 

鉄道業 
道 路 

旅 客 

運送業 

道 路 

貨 物 

運送業 

港 湾 

運送業 
通信業 

電気

業 

ガス

業 

熱供

給業 

水道

業 
医療業 

件 

数 
2  － －  － － － － － － 14 16  

 



中労委 当労委

R3
12

国 鉄 水 戸 動 力 車
労 働 組 合

鉄道業 11月8日 労働委員会命令の完全履行等

13 鹿 島 病 院 職 員 組 合 医療業 11月16日 年末一時金等

R4
1

茨城民主医療機関労働組合 医療業 2月16日 賃金引き上げ等

2
い ば ら き あ お ぞ ら
労 働 組 合

医療業 2月16日 賃金引き上げ等

3 か た く り 労 働 組 合 医療業 2月28日 賃金引上げ等について

4 茨 城 県 厚 生 連 労 働 組 合 医療業 2月28日 賃金引上げ等について

5 鹿 島 病 院 職 員 組 合 医療業 3月31日 賃金等の改善について

6
国 鉄 水 戸 動 力 車
労 働 組 合

鉄道業 4月22日 労働委員会命令の完全履行等

7 茨城民主医療機関労働組合 医療業 10月27日 年末一時金等

8
い ば ら き あ お ぞ ら
労 働 組 合

医療業 10月27日 年末一時金等

9 か た く り 労 働 組 合 医療業 10月27日 年末一時金等

10 茨 城 県 厚 生 連 労 働 組 合 医療業 10月27日 年末一時金等

11
日 本 赤 十 字 労 働 組 合
水 戸 支 部
a) 水 戸 病 院 b) 乳 児 院

医療業 11月10日 年末一時金等

12
日 本 赤 十 字 労 働 組 合
古 河 支 部

医療業 11月10日 年末一時金等

13
日 本 赤 十 字 労 働 組 合
茨 城 県 赤 十 字
血 液 セ ン タ ー 支 部

医療業 11月10日 年末一時金等

14 鹿 島 病 院 職 員 組 合 医療業 11月14日 年末一時金等

(2)　労働争議実情調査一覧表（公益事業関係）

番号 調査対象組合名 業　種
通知月日

要求事項

-22-



 

- 23 - 

 

第３章  個別的労使紛争に係るあっせん 
 

１ 個別的労使紛争関係の労働相談の状況 

  令和４年において、あっせんの事前相談として労働委員会で直接受けた個別的労使紛

争関係の労働相談（労働相談会での相談を除く。）は、労働者側からの24件であった。 

 

２ 個別的労使紛争に係る労働相談会の実施 

  令和４年において、個別労働関係紛争処理制度の周知・広報を通じて、同制度の利用

拡大を図るため、労働委員会委員による「個別的労使紛争のあっせんに係る労働相談会」

を実施した。相談会の概要は、以下のとおりである。 

実 施 日 

会  場 
相談員 

相談 

件数 
備        考 

10月５日（水） 

県庁舎23階労働委員会事務局

（水戸市笠原町） 

木島会長 

菅原委員 
３件 

面談による相談 １件 

電話による相談 ２件 

10月14日（金） 

県庁舎23階労働委員会事務局

（水戸市笠原町） 

吉田（勉）委員

澤畑委員 
５件 

面談による相談 ３件 

電話による相談 ２件 

10月20日（木） 

県庁舎23階労働委員会事務局

（水戸市笠原町） 

亀田会長代理 

髙木委員 
４件 電話による相談 ４件 

 

３ あっせん申請の状況 

(1) 取扱件数 

令和４年の取扱件数は新規係属事件６件であった。 

なお、最近５年間における取扱件数は〔表－１〕のとおり、新規係属事件におけ

る業種別取扱件数は〔表－２〕のとおりである。 

 

 〔表－１〕 年別取扱事件数 

           年 
区分 

30 元(31) ２ ３ ４ 

前年からの繰越件数（①） － － 1 1 － 

新 規 申 請 件 数 （②） 1 4 1 5 6 

開 始 

事由別 

労働者申請 1 4 1 5 6 

使用者申請 － － － － － 

計  （①＋②） 1 4 2 6 6 

終 結 件 数（③） 1 3 1 6 4 

翌年への繰越件数 
{（①＋②）－③} 

－ 1 1 － 2 
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業種別 
年 

 〔表－２〕 業種別取扱件数（新規係属事件） 

 
30 元(31) ２ ３ ４ 

農 ・ 林 ・ 漁 業 － － － － － 

鉱 業 、 採 石 業 、 

砂 利 採 取 業 
－ － － － － 

建 設 業 － － － 1 1 

製 造 業 － 1 － 1  

電 気 ・ ガ ス ・ 

熱 供 給 ・ 水 道 業 
－ 1 － － － 

情 報 通 信 業 － － － － － 

運 輸 業 、 郵 便 業 － － － － － 

卸 売 業 、 小 売 業 － 1 － 1 1 

金 融 業 、 保 険 業 － － － － － 

不 動 産 業 、 物 品 賃 貸 業 1 － － － 1 

学 術 研 究 、 

専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 
－ － － － 1 

宿 泊 業 、 

飲 食 サ ー ビ ス 業 
－ － － － － 

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 、 

娯 楽 業 
－ － － － － 

教 育 、 学 習 支 援 業 － 1 － － － 

医 療 、 福 祉 － － 1 1 2 

複 合 サ ー ビ ス 事 業 － － － － － 

サ ー ビ ス 業 － － － 1  

公 務 － － － － － 

分 類 不 能 － － － － － 

合 計 1 4 1 5  6 
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(2) 企業規模別取扱状況 

    新規係属事件の企業規模別の取扱状況は、〔表－３〕のとおりである。 

 

〔表－３〕 企業規模別取扱状況（新規係属事件）  

年 

企業規模別 
30 元(31) ２ ３ ４ 

    ～ 10人 － － － 1 2 

 11 ～ 30 1 2 － － － 

 31 ～ 50 － － 1 － － 

 51 ～ 100 － － － － 2 

 101 ～ 300 － 1 － 2 － 

 301 ～ 500 － 1 － － － 

 501人 以 上 － － － 2 2 

合   計 1 4 1 5 6 

 

(3) あっせん事項別取扱状況 

    新規係属事件のあっせん事項別の取扱状況は、〔表－４〕のとおりである。 

 

 〔表－４〕 あっせん事項別取扱状況（新規係属事件） 

年 30 元(31) ２ ３ ４ 

あっせん事項       1 4 1 5 6 

経 

営 

又 

は 

人 

事 

解     雇 1 1 － 1 1 

配 置 転 換 等 － － － － － 

復     職 － － － － － 

退     職 － － － － 1 

そ  の  他 － － － － － 

賃 

金 

等 

賃 金 未 払 － － － － 1 

賃金増額・減額 － － － － 1 

退 職 一 時 金 － － － － － 

解 雇 手 当 － － － － － 

そ  の  他 － － 1 1 － 

労 働 条 件 等 － － － － － 

職 場 の 人 間 関 係 － 3 1 4 4 

そ    の    他 － － － 1 － 

合        計 1 4 2 7 8 

   （注） あっせん事項が２項目以上にわたる場合があるため、あっせん事項数は申請

件数に一致しない。 

件数 
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(4) 事件の処理状況 

    取扱事件の終結事由及び処理日数別の取扱状況は、〔表－５〕のとおりである。 

 

 〔表－５〕 終結事由別及び処理日数別取扱状況 

区        分 30 元(31) ２ ３ ４ 

終 

結 

事 

由 

解        決 － 2 1 1 － 

取    下    げ － － － － － 

打    切    り － － － 1 1 

打 切 り（不参加） 1 1 － 4 3 

不    開    始 － － － － － 

合        計 1 3 1 6 4 

処 

理 

日 

数 

  １ ～ ５日 － － － － － 

６ ～ 10 － － － － － 

11 ～ 20 － － － － － 

21 ～ 30 － 1 － 1 － 

31 ～ 50 1 2 － 2 － 

51 日以上 － － 1 3 4 

  （注１） 処理日数は申請日から終結日までの日数 

  （注２） 被申請者の不参加により打切りとなった事件は、「打切り（不参加）」に計

上している。 

 



４　取扱事件の概要
　 　令和４年に係属した事件の概要は、次のとおりである。

令和４年　個別あっせん事件取扱一覧表

①令
４

(個)
１

サービ
ス業

Ａ 労働者
解決金及び不当解雇、パワ
ハラに対する謝罪

－ 76
打切り

（不参加）

石川(公)
後藤(公)
関口(労)
澤畑(使)

②令
４

(個)
２

建設業 Ａ 労働者 パワハラに対する慰謝料 － 90
打切り

（不参加）

木島(公)
吉田(労)
曽根(使)

③令
４

(個)
３

医療、
福祉

Ｄ 労働者
身体的拘束及び脅迫的説教
行為に対しての解決金

1 91 打切り
亀田(公)
菅原(労)
安田(使)

④令
４

(個)
４

小売業 Ｇ 労働者
パワハラ、退職勧奨等に対
する慰謝料

－ 53
打切り

（不参加）

吉田(公)
髙木(労)
生井(使)

⑤令
４

(個)
５

不動
産・建
設業

Ｇ 労働者
未払いの歩合給（〇円）の
支払いを求める

－ －
翌年に
繰越し

亀田(公)
髙木(労)
安田(使)

⑥令
４

(個)
６

医療、
福祉業

Ｄ 労働者
慰労金（賞与不足分）〇円
の支払を求める

－ ー
翌年に
繰越し

後藤(公)
髙木(労)
加藤(使)

（注）企業規模別の区分

Ａ：　　 ～ 10人

Ｂ： 11人～ 30人

Ｃ： 31人～ 50人

Ｄ： 51人～100人

Ｅ：101人～300人

Ｆ：301人～500人

Ｇ：501人～

2.14 5.9

2.16 2.24 5.17

2.9

10.25 10.27 －

2.21 2.28

12.5 －

4.14

あっせん員
あっせ
ん員指
名月日

終結
月日

あっせん
回　数

所要
日数

終結
状況

1.11 3.22

あっせん事項

11.10

事件
番号

業　種
企業

規模別
申請者
区　分

申請
月日

1.6
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区分 年 

第４章 不当労働行為事件の審査 

 

１ 概  況 

(1) 取扱件数 

 令和４年の取扱件数は、前年からの繰越事件が２件で、新規係属事件はなかった。 

 なお、最近５年間における取扱件数は〔表－１〕のとおり、新規係属事件におけ

る業種別取扱件数は〔表－２〕のとおりである。 

 

〔表－１〕 年別取扱件数 

 30 元(31) ２ ３ ４ 

前 年 か ら の 繰 越 件 数 （ ① ） 2 3 2 4 2 

新 規 申 立 件 数 （ ② ） 3 1 2 － － 

新 

規 

申 

立 

事 

件 

の 

区 

分 

申

立 

内

容

別 

事

件

別 

１ 号 － － － － － 

２ 号 － － － － － 

３ 号 － － － － － 

１ ・ ２ 号 － 1 － － － 

１ ・ ３ 号 － － － － － 

１ ・ ４ 号 － － 1 － － 

２ ・ ３ 号 － － － － － 

３ ・ ４ 号 － － － － － 

１・２・３号 － － 1 － － 

１・３・４号 － － － － － 

７

条

号

別 

１ 号 － 1 2 － － 

２ 号 － 1 1 － － 

３ 号 － － 1 － － 

４ 号 － － 1 － － 

申 

立 

人 

別 

組 合 2 － － － － 

個 人 － － － － － 

組 合 ・ 個 人 1 － 2 － － 

計 （ ① ＋ ② ） 5 4 4 4 2 

終 結 件 数 （ ③ ） 2 2 － 2 1 

翌 年 へ の 繰 越 件 数 
{ （ ① ＋ ② ） － ③ } 3 2 4 2 1 

 （注） 「７条号別」とは、新規申立事件を労働組合法第７条の該当号別に整理したも    

ので、新規申立件数とは一致しない。 
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業種別 
年 

〔表－２〕 業種別取扱件数（新規係属事件） 

 30 元(31) ２ ３ ４ 

農 ・ 林 ・ 漁 業 － － － － － 

鉱 業 、 採 石 業 、 

砂 利 採 取 業 
－ － － － － 

建 設 業 － － － － － 

製 造 業 － － － － － 

電 気 ・ ガ ス ・ 

熱 供 給 ・ 水 道 業 
－ －  1 － － 

情 報 通 信 業 － － － － － 

運 輸 業 、 郵 便 業  1 － － － － 

卸 売 業 、 小 売 業 － － － － － 

金 融 業 、 保 険 業 － － － － － 

不動産業、物品賃貸業 － － － － － 

学 術 研 究 、 

専門・技術サービス業 
－ － － － － 

宿 泊 業 、 

飲 食 サ ー ビ ス 業 
－ － － － － 

生活関連サービス業、 

娯 楽 業 
 1  1 － － － 

教 育 、 学 習 支 援 業  1 －  1 － － 

医 療 、 福 祉 － － － － － 

複 合 サ ー ビ ス 事 業 － － － － － 

サ ー ビ ス 業 － － － － － 

公 務 － － － － － 

分 類 不 能 － － － － － 

合 計  3  1  2 － － 
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年 
区分 

(2) 終結件数 

 係属事件のうち令和４年中に終結したものは、一部救済命令で終結した１件であ

る。 

 なお、最近５年間における係属事件の終結状況は〔表－３〕のとおり、処理日数

状況及び審査の目標期間の達成状況は〔表－４〕のとおりである。 

 

〔表－３〕 年別終結件数 

 30 元(31) ２ ３ ４ 

取 扱 件 数 （ ① ）  5  4  4 4 2 

終 結 件 数 （ ② ）  2  2 － 2 1 

繰 越 件 数 （ ① － ② ）  3  2  4 2 1 

終結状況 

命 

令 

・ 

決 

定 

全 部 救 済 － － － － － 

一 部 救 済 －  2 － － 1 

棄 却 － － － － － 

却 下 － － － － － 

計 －  2 － － 1 

和 

解 

無 関 与 － － － － － 

関 与  1 － － 2 － 

計  1 － － 2 － 

取 下 げ  1 － － － － 

（注） 和解の区分について 

「無関与和解」とは、自主和解及び労働委員会以外の第三者（裁判所等）の関

与による和解をいう。「関与和解」とは、労働委員会の関与による和解をいい、

当委員会における関与和解のほか、中央労働委員会の関与により和解した事件を

含む。 
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区分 
終結年 

 

〔表－４〕 年別処理日数状況及び審査の目標期間の達成状況 

 

 
30 元(31) ２ ３ ４ 

終 結 件 数 2 2 － 2 1 

う ち 、 目 標 期 間 達 成 件 数 1 1 － 1 － 

処

理

日

数 

1 日以上  ～100 日以内 1 － － － － 

101   〃      200  〃 － － － － － 

201  〃   300  〃 － － － － － 

301  〃   400  〃 － － － － － 

401  〃   500  〃 － － － － － 

501  〃   550  〃 － 1 － 1 － 

551  〃   600  〃 － － － － － 

601  〃   700  〃 － － － － － 

701  〃   800  〃 1 1 － － 1 

801  〃   900  〃 － － － 1 － 

901  〃   1,000  〃 － － － － － 

1,000 日以上 － － － － － 

平 均 処 理 日 数 406 658 － 710 726 

 

（参考） 

審査の期間の目標 

 

茨城県労働委員会告示第１号 

 労働組合法（昭和24年法律第174号）第27条の18の規定により，審査の期間の目標

を次のとおり定めた。 

平成17年３月24日 

                  茨城県労働委員会会長  片 桐 章 典

審査の期間の目標 １年６箇月 

 



２  取扱事件の概要

　　令和４年に係属した事件の概要は、次のとおりである。

令
２
(不)
１

１号
４号

１　会議での発言機会の保証
２　文書以外での相談に応じ
　ること
３　履修妨害の撤回と中止
４　謝罪文の交付及び掲示

令
２
(不)
２

１号
２号
３号

１　懲戒処分の撤回
２　支配介入の禁止
３　誠実な団体交渉
４　謝罪文掲示及び申立人ら
　への手交
５　組合所属に関する調査等
　による組合存立・運営の支
　配介入の禁止

業種：電気・ガス業
従業員数：80人

業種：教育、学習支援業
従業員数：4,424人

令和４年　不当労働行為事件取扱一覧表　　　　

事件
番号

請 求 す る 救 済 内 容

７条 請 求 の 趣 旨
業種等

- 32 -



審 査 委員

及 び

参 与 委員

2.2.13 ８ ３ １ １

亀田
吉田
吉田（労）
安田（使）
髙木（労）

2.11.16 4.11.11 726 ７ １ １
一部
救済

木島
後藤
吉田（労）
生井（使）

令和
４年

終 結
年 月 日

所 要
日 数

申 立
年 月 日

終 結
状 況通算

備 考

調査回数 審問回数

通算
令和
４年
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３ 本年中に発した命令 

 令和２年（不）第２号事件 

 

  命  令  書 

 

申立人  茨城県水戸市 

     Ｘ組合 

     執行委員長 Ａ 

 

申立人  茨城県笠間市 

     Ｘ２ 

 

被申立人 茨城県水戸市 

     Ｙ株式会社 

          代表取締役 Ｂ 

 

上記当事者間の茨労委令和２年（不）第２号不当労働行為救済申立事件について、当委

員会は、令和４年８月１０日第９３３回、同年９月１２日第９３５回、同月２６日第９３

７回及び同年１０月２０日第９３８回公益委員会議において、会長公益委員木島千華夫、

公益委員亀田哲也、同吉田勉、同石川和宏及び同後藤玲子が出席し、合議の上、次のとお

り命令する。 

 

主  文 

 

１ 被申立人は、申立人Ｘ２に対する令和２年７月３１日付け減給処分（以下「本件処分」

という。）を取り消すとともに、同人に対し、本件処分による減額分３，５００円を支

払わなければならない。 

２ 被申立人は、申立人組合組合員による被申立人従業員に対する申立人組合への加入勧

誘行為に干渉することにより、申立人組合の結成・運営に支配介入してはならない。 

３ 被申立人は、申立人組合所属に関する調査、組合脱退工作、申立人組合組合員に対す

る無視、退職勧奨等不利益を課すことにより、申立人組合の存立・運営に支配介入して

はならない。 

４ 被申立人は、本命令書受領の日から７日以内に、別紙１の文書を申立人らに交付する

とともに、同一内容の文書を５５センチメートル×８０センチメートル（新聞紙２頁大）

の白紙に、楷書で明瞭に記載し、被申立人本社及び各営業所の正面玄関付近の従業員の

見やすい場所に１０日間掲示しなければならない。 

５ 被申立人は、第１項及び前項を履行したときは、速やかに当委員会に文書で報告しな

ければならない。 
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６ その余の申立てを棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 事案の概要等 

１ 事案の概要 

本件は、申立人Ｘ組合（以下「申立人組合」という。）の組合員である申立人Ｘ２

（以下「申立人Ｘ２」という。）が、メッセージアプリケーションソフトウェアであ

るＬＩＮＥ（以下「ＬＩＮＥ」という。また、被申立人従業員である友人をメンバー

とするＬＩＮＥのグループを「本件グループＬＩＮＥ」という。）を使用して、被申

立人従業員であり、友人である本件グループＬＩＮＥメンバーに対し、申立人組合へ

の加入を勧誘する内容のメッセージ（以下「本件メッセージ」という。）を送信した

ことが被申立人に対する信用・信頼を失墜させたとして、申立人Ｘ２に対し減給の懲

戒処分をしたことが労働組合法（以下「労組法」という。）第７条第１号及び同条第

３号の不当労働行為に該当するとして、申立人組合との団体交渉において、申立人組

合組合員に対する人事評価について不十分な説明を行ったことなどや、申立人組合組

合員の配置転換に関し事実と異なる説明をしたことについて継続協議を申し入れると

ともに、文書による回答を求めたにもかかわらず応じなかったことが労組法第７条第

２号の不当労働行為に該当するとして、令和２年１１月１６日、救済が申し立てられ

た事件である。 

 さらに、令和３年４月９日、申立人らは、被申立人取締役の会議での発言、被申立

人代表取締役による文書配付及び被申立人取締役によるメール送信が労組法第７条第

３号の不当労働行為に該当するとして、請求する救済の内容を追加した。 

 

２ 請求する救済の内容 

(1) 被申立人は、本件処分を撤回し、減給した３，５００円を申立人Ｘ２に対して支

払わなければならない。 

(2) 被申立人は、申立人組合組合員による被申立人従業員に対する申立人組合加入の

勧誘行為に干渉して、申立人組合の結成・運営に支配介入してはならない。 

(3) 被申立人は、本件処分をすることにより、申立人組合の運営に支配介入してはな

らない。 

(4) 被申立人は、申立人組合との団体交渉において、申立人組合が説明を求めた事項

に対し、書面を提示するなど具体的かつ明確に説明し、誠実に対応しなければなら

ない。 

(5) 被申立人は、申立人組合所属に関する調査、組合脱退工作、申立人組合組合員に

対する無視、退職勧奨等不利益を課すことにより組合存立・運営に支配介入しては

ならない。 

(6) 被申立人は、命令書受領の日から７日以内に、別紙２の文書を、本社及び各営業
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所の正面玄関に１０日間掲示する（見やすい場所に２４ポイント以上の文字で表示

すること）とともに、申立人らに対し手交しなければならない。 

(7) 被申立人は、前記各号を履行したときは、速やかに当委員会に文書で報告しなけ

ればならない。 

 

３ 争点 

(1) 争点１ 

 被申立人が行った本件処分が、不当労働行為（労組法第７条第１号及び同条第３

号）に該当するか。 

ア 本件処分が、申立人Ｘ２に対する不利益取扱い（労組法第７条第１号）に当た

るか。 

イ 本件処分が、申立人組合に対する支配介入（労組法第７条第３号）に当たるか。 

 

(2) 争点２ 

 被申立人の団体交渉における次の対応が、不当労働行為（不誠実団交（労組法第

７条第２号））に該当するか。 

ア 被申立人従業員であるＡ２（以下「Ａ２」という。）、Ａ３（以下「Ａ３」と

いう。）及びＡ４（以下「Ａ４」という。）（いずれも、団体交渉時点において

申立人組合組合員である。）に対する評価についての対応 

イ  Ａ２の配置転換についての対応 

 

(3) 争点３ 

 令和２年１２月２８日に開催された被申立人の営業本部会議（以下「本件営業本

部会議」という。）において、被申立人Ｂ２取締役（以下「Ｂ２取締役」という。）

が、「労働組合は悪質だ」、「組合をやめるか、会社をやめるか」などと発言した

事実があったか否か。あった場合、不当労働行為（支配介入（労組法第７条第３号））

に該当するか。 

 

(4) 争点４ 

 被申立人が、本件営業本部会議に出席できなかった被申立人従業員に、同会議の

ビデオを視聴させたことが、不当労働行為（支配介入（労組法第７条第３号））に

該当するか。 

 

(5) 争点５ 

 被申立人の次の行為が、不当労働行為（支配介入（労組法第７条第３号））に該

当するか。 

ア 令和３年１月６日、被申立人Ｂ代表取締役（以下「Ｂ代表取締役」という。）

が、被申立人従業員に対し、「社員の皆さまへ」と題する文書を配付したこと。 
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イ 令和３年１月１２日、Ｂ２取締役が、Ｂ代表取締役、役員及び管理職ら合計２

１名に対し、「ユニオンに対する現状認識について（情報共有と依頼事項）」と

題するメールを送信したこと。 

ウ 令和３年１月２７日、Ｂ２取締役が、Ｂ代表取締役、役員、管理職を含む従業

員ら合計２８名に対し、Ａ５申立人組合組合員（以下「Ａ５組合員」という。令

和３年２月１５日退職）に関し、「ユニオンの問題児でした」などを内容とする

メールを送信したこと。 

  

 なお、(5)アないしウの各行為及び各行為が不当労働行為であることについては、

被申立人は認めている。 

  

第２ 認定した事実 

１ 当事者 

(1) 申立人 

 申立人組合は、申立人Ｘ２を含む被申立人従業員が個人加盟するいわゆる合同労

組であり、日本労働組合総連合会茨城県連合会（以下「連合茨城」という。）を上

部団体としている。 

なお、申立人組合には、申立人組合に加入した被申立人従業員により令和元年１

０月２４日に結成された、Ｘ組合Ｙ支部（以下「支部」という。）がある。 

 申立人Ｘ２は、平成２７年８月１日、被申立人に入社し、被申立人総務部総務課

に配属され、事務に従事してきたところ、令和元年９月１２日、申立人組合に加入

した。その後、令和３年４月１５日をもって被申立人を退職した。 

 

(2) 被申立人 

被申立人は、肩書地に本社を、県内にＣ１営業所、Ｃ２営業所及びＣ３営業所を

含む６か所の営業所をそれぞれ置く、液化石油ガスの販売等を目的とする株式会社

であり、令和２年１１月１６日申立て時従業員数は約８０名である。 

 

２ 支部結成以前の労使関係等に係る経緯 

(1) パワーハラスメントに係る申告 

ア 平成３０年９月１０日、Ａ３及びＡ４は、被申立人Ｂ３主任（以下「Ｂ３主任」

という。）に対し、同人らがＢ２取締役からパワーハラスメントを受けたとする

申告（以下「パワハラ申告」という。）をそれぞれ行った。パワハラ申告を受け、

Ｂ３主任及び被申立人Ｂ４社長室長（以下「Ｂ４室長」という。）は、Ａ３及び

Ａ４それぞれからパワハラ申告の内容についてヒアリングを実施した。 

さらに、Ｂ代表取締役、Ｂ４室長及びＢ３主任は、同月１２日にＡ４から、同

月１３日にＡ３から、パワハラ申告の内容についてそれぞれヒアリングを実施し

た。 
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【Ａ３証言、争いのない事実】 

 

イ 平成３０年９月２０日、Ｂ代表取締役は、Ａ３に対し、パワハラ申告について、

ハラスメント事案について専門性の高い第三者に協力してもらうとして、申立外

株式会社Ｄ１(以下「コンサルティング会社」という。）に対応を依頼することと

した旨伝えた。 

【甲１、Ｂ証言】 

 

ウ 平成３０年１０月１０日、パワハラ申告について、コンサルティング会社の職

員が、Ａ３、Ａ４、被申立人 Ｂ５ 次長及びＢ２取締役に対するヒアリングを実

施した。 

【争いのない事実】 

 

エ 平成３０年１１月８日、パワハラ申告について、Ｂ代表取締役及び被申立人Ｂ

６執行役員（以下「Ｂ６執行役員」という。）は、Ａ３及びＡ４それぞれと面談

し、コンサルティング会社の調査結果を踏まえ、パワーハラスメントに該当しな

いと判断したこと（以下、パワーハラスメントに該当しないと判断したことを「パ

ワハラ申告に係る調査結果」という。）などを伝えた。 

同月２６日、パワハラ申告に係る調査結果に関し、Ａ３及びＡ４は、Ｂ代表取

締役に対し、パワハラ申告に係る調査結果のもととなったコンサルティング会社

からの回答を書面で提出すること、パワーハラスメントに該当しない根拠とした

法律を説明することなど合わせて６項目について要求するとともに、同年１２月

５日までに文書で回答するよう求めた。 

【甲２、Ａ３証言、争いのない事実】 

 

オ これを受け、平成３０年１２月３日、Ｂ代表取締役は、Ａ３に対し、コンサル

ティング会社からの回答については、今後の就業環境等への影響を総合的に判断

して書面の提出を行わないこと、厚生労働省の検討会の報告書や告示の内容等を

基に、弁護士の判断を仰いで、パワハラ申告に係る調査結果の最終結論を導き出

したことなどを回答した。 

【甲３、Ａ３証言、Ｂ証言、争いのない事実】 

 

(2) Ａ２の労働基準監督署への申立て及び同署からの指導並びに被申立人の時間外労

働に関する未払賃金の支払 

ア 平成３０年８月、被申立人は、営業職従業員に適用していた事業場外みなし労

働時間制（以下「みなし労働時間制」という。）について、同年１０月に廃止す

ることを社内決定した。 

【乙３】 
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イ 平成３０年９月頃、Ａ２は、労働基準監督署に、未払の残業代があることにつ

いての相談を、また、「法定の協定届なく、事業場外みなし労働を行っている」

旨の申立てを行った。 

【甲 36、乙４、Ａ２証言】 

 

ウ 平成３０年９月２７日、水戸労働基準監督署労働基準監督官は、被申立人に対

し、みなし労働時間制の対象となる業務は、事業場外での業務に従事し、かつ、

使用者の具体的な指揮監督が及ばず労働時間を算定することが困難な業務である

ことから、被申立人における営業業務について、みなし労働時間制の対象となる

か確認し、必要に応じ見直しを図るよう指導した。 

また、同日、同監督官は、被申立人に対し、みなし労働時間制に係る労使協定

が締結されているにもかかわらず所轄労働基準監督署長に届け出ていないなどの

労働基準法違反事項を是正し、遅滞なく報告するよう勧告した。 

【乙５、乙６】 

 

エ 平成３０年１０月５日、被申立人は、水戸労働基準監督署長に対し、前記ウ前

段の指導について、また、同月１１日、前記ウ後段の違反事項に対する是正勧告

について、それぞれ報告した。 

【乙７、乙８】 

 

オ 平成３０年１０月３０日、水戸労働基準監督署労働基準監督官は、被申立人に

対し、被申立人におけるみなし労働時間制に関し、実質的に使用者の具体的な指

揮監督が及んでおり、労働時間の算定が困難であるとは言えず、同制度の適用は

困難であるとして、各労働者から事実関係の確認を行うなどの実態調査を行い、

その結果と今後の改善策について報告するよう指導した。併せて、実態調査の結

果、差額の割増賃金の支払が必要な場合は当該差額を支払うとともに、同種事案

の再発防止のための具体的な方策を講じた上で、これらの事項について報告する

よう求めた。 

また、同日、同監督官は、被申立人に対し、営業職従業員の時間外労働に対し

て２割５分以上の率で計算した割増賃金を支払っていないとの労働基準法違反事

項を是正して遅滞なく報告すること、不足額については遡及して支払うことを勧

告した。 

【乙９、乙 10】 

 

カ 平成３０年１１月２０日、Ａ２は、被申立人に対し、時間外労働に対する割増

賃金１，７６９，３１２円の支払を受けていないとして、未払賃金の支払を請求

した。 
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【乙 13、争いのない事実】 

 

キ 平成３０年１２月１４日、被申立人は、水戸労働基準監督署長に対し、前記オ

後段の勧告による違反事項については、割増賃金を過去に遡及して支払うこと、

被申立人におけるみなし労働時間制を廃止し、新制度に移行することを報告した

が、前記オ前段の指導事項については、被申立人の業務実態を述べた上で、納得

できる指摘ではない旨答えた。 

【乙 11】 

 

ク 平成３１年１月から２月にかけて、Ａ２から請求された未払賃金の額について

被申立人が提示した額と差異があることから、Ａ２と被申立人との間で額を確定

させるための面談が複数回行われた。 

その結果、同年３月５日、両当事者間で、未払賃金の額について合意がなされ

た。 

同月７日、被申立人は、Ａ２に対し、合意がなされた額の未払賃金１，１９９，

２６３円を支払った。 

【甲 36、乙 14、乙 15、争いのない事実】 

 

ケ 平成３１年３月１８日、被申立人は、水戸労働基準監督署長に対し、前記オの

指導事項及び違反事項に対する是正勧告について、みなし労働時間制の廃止を既

に決定したこと及び平成３１年３月７日にＡ２を含む営業職従業員２８名に対す

る未払の割増賃金１４，６２５，７００円の支払を完了したことを報告した。 

【乙 15、争いのない事実】 

 

(3) Ａ３、Ａ４及びＡ２に対する人事評価並びにＡ２に係る配置転換並びにこれら３

名の申立人組合への加入 

ア 令和元年５月、被申立人は、Ａ３及びＡ４に対する人事評価を実施したところ、

Ａ３の評価は前年度の「Ｂ－」から「Ｃ」に、Ａ４の評価は前年度の「Ｂ＋」か

ら「Ｂ－」にそれぞれ下がった。これにより、Ａ３及びＡ４の成績給が減額とな

った。 

【甲 19 の２、甲 19 の３、甲 37、Ａ３証言、Ｂ証言、争いのない事実】 

 

イ 令和元年５月２２日、Ａ３及びＡ４は、申立人組合に加入した。 

【甲 37、Ａ３証言】 

 

ウ 令和元年６月、被申立人は、Ａ２に対する人事評価を実施したところ、同人の

評価は、前年度の「Ｂ＋」から「Ｂ－」に下がった（以下、Ａ３、Ａ４及びＡ２

に対する人事評価を「マイナス評価」という。）。これにより、Ａ２の成績給が
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減額となった。 

【甲 19 の１、甲 36、Ａ２証言、争いのない事実】 

 

エ 令和元年６月１８日、Ａ４は、被申立人に対し、マイナス評価の理由が納得で

きないとして、納得できない点である３項目について同月２５日までに書面で回

答するよう求めた。また、同年８月２０日、Ａ３は、被申立人に対し、マイナス

評価の根拠等についての説明を求めるとともに、パワハラ申告に係る調査結果が

評価対象となった理由について同月３０日までに書面で回答するよう求めた。 

【甲４、甲５、甲 37、Ａ３証言、争いのない事実】 

 

オ 令和元年６月１９日、被申立人営業課Ｂ７課長（以下「Ｂ７課長」という。）

は、Ａ２に対し、同年７月１６日付けで被申立人営業課から保安部保安課（以下

「保安課」という。）へ配置転換となること（以下「７月１６日付け配置転換」

という。）を口頭で内示した。そして、同年７月１３日、Ｂ７課長は、Ａ２に対

し、同月１６日に保安課の業務打合せを行う旨伝えた。 

【甲７、甲 36、争いのない事実】 

 

カ 令和元年７月１６日、配置転換となったＡ２は、同日及び翌１７日は年次有給

休暇を取得した。同月１８日、Ａ２は出社したが、始業時前に体調不良を理由に

休暇を申請し、退社した。 

【甲７、甲 36、争いのない事実】 

 

キ 令和元年７月１９日、被申立人保安課Ｂ８課長（以下「Ｂ８課長」という。）

は、Ａ２に対し、被申立人保安部においてＡ２に取り組んでもらう業務内容等を

記載した同月１８日付け「保安部業務について」と題する書面を渡すとともに、

事前に質問のあった事項については、①業務主任者は８月１日をもって解任する

こと、②休日、夜間待機当番は９月１５日までで終了すること、③営業手当は継

続して支給することを回答した。 

【乙 17、争いのない事実】 

 

ク 令和元年７月２３日、被申立人は、Ａ２に対し、①異動日を事前に知りながら、

異動日及びその翌日に有給休暇を申請し取得したこと、②有給休暇明けの出勤日

に口頭で申請し承認を得ることなく、形式的な休暇申請を行い、体調不良として

始業前に帰宅したこと、また、Ｂ８課長に対し規律を逸脱した行動をとったこと、

③異動の前後に生じたことに関し服務規律上、Ｂ７課長及びＢ８課長に相談の上

対処すべきであったことについてそれぞれ指摘するとともに、同月３１日までに、

これらに係る指導に従う場合には、当該指導の趣旨を理解し、今後前記①から③

までのような行動を慎むことを誓う旨の書面を署名及びなつ印の上提出するよ
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う、また、当該指導に言い分がある場合には、文書で提出するよう通知した。 

【甲６、甲 36、争いのない事実】 

 

ケ 令和元年７月２４日、Ａ２は、申立人組合に加入した。 

【甲 36、Ａ２証言】 

 

コ 令和元年７月３１日、Ａ２は、被申立人に対し、前記クで通知された指導の内

容に従う場合に提出する書面への署名及びなつ印をすることはできない旨伝え

た。 

【甲７、甲 36、争いのない事実】 

 

サ 令和元年８月２８日、Ｂ代表取締役は、Ａ２を呼び出し、同人に対し、退職を

勧奨し、退職条件は追って知らせる旨伝えるとともに、同月３０日付けメールで、

退職条件は被申立人代理人弁護士の事務所から通知する旨伝えた。 

【争いのない事実】 

 

シ 令和元年９月５日、被申立人代理人弁護士は、Ａ２に対し、同月３０日をもっ

て退職を勧奨する旨通知するとともに退職金等の退職条件を伝えたが、同月２０

日、Ａ２は、同弁護士に対し、応じられない旨回答した。 

【甲８、甲９、甲 36、争いのない事実】 

 

３ 支部結成及びその後の労使関係の状況並びに申立人Ｘ２に対する本件処分 

(1) 支部結成の通知等 

 令和元年１０月２４日、申立人組合及び支部は、被申立人に対し、被申立人従業

員が申立人組合に加入し、Ａ２（以下「Ａ２組合員」という。）を代表と、Ａ３（以

下「Ａ３組合員」という。）を副代表とする支部を結成した旨通知するとともに、

不当労働行為を行わないよう求めた。併せて、申立人組合組合員の労働条件全般に

関する事項について事前協議を前提に団体交渉などを通じて真摯に支部と話合いを

すること、従業員が申立人組合組合員であることを理由に不利益取扱いや、不当労

働行為を行わないことについて文書で回答するよう求めた。 

【甲 10、甲 11、甲 36～39、Ａ２証言、争いのない事実】 

 

(2) 第１回団体交渉 

ア 令和元年１１月２６日、申立人組合及び支部は、被申立人に対し、災害等にお

ける緊急連絡体制及び緊急対応体制について危機管理マニュアルの作成と周知・

管理の具体策を明示すること、人事考課制度の運用を明示すること、特に賃金規

程に規定する賃金の昇給及び降給について考課制度の基準を明らかにすること並

びに有給休暇の申請に対して円滑に取得できるよう配慮することを要求し、文書
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で回答するよう求めた。併せて、同年１２月２４日又は同月２６日に団体交渉を

行うこと、上記要求項目を団体交渉事項とすることを申し入れた。 

【甲 20、甲 21】 

 

イ 令和元年１２月２４日、申立人組合と被申立人との間で、申立人組合側からＡ

２組合員、Ａ３組合員、Ａ５組合員、Ａ６申立人組合書記次長（以下「Ａ６書記

次長」という。）ら、被申立人側からＢ代表取締役、Ｂ２取締役、Ｂ６執行役員、

被申立人顧問弁護士であるＢ９弁護士（以下「Ｂ９弁護士」という。）らが出席

して、団体交渉（以下、この団体交渉を「第１回団体交渉」という。）が開催さ

れた。 

  第１回団体交渉において、被申立人は、申立人組合及び支部に対し、前記アの

要求に関して、危機管理マニュアルについては今期中には策定したいと考えてい

ること、人事考課制度の運用と基準については人事評価表をベースに多面的視点

及び総合的判断により評価の最終決定としていること、有給休暇の取得について

は業務に支障がない限り円滑に取得できるよう努めていることなどを回答した。 

【甲 22、甲 38、乙 22、乙 29、乙 52、争いのない事実】 

 

(3) 第２回団体交渉 

ア 令和２年１月２３日、申立人組合及び支部は、被申立人に対し、マイナス評価

の決定理由について文書で回答すること、７月１６日付け配置転換が業務上必要

であったのか、及び当該配置転換に伴う手当の減額による減収を承知してＡ２組

合員に伝えなかったのかとの質問に対して文書で回答すること、令和元年上期評

価についてのデータを提出すること、Ａ２組合員に対する退職勧奨の理由につい

て文書で回答すること、申立人組合がその活動に必要な資料等を被申立人の施設

内で配布することを軽微な活動として認めるとともに、支部が勤務時間外に被申

立人施設を会議等で使用することを認めることなどを要求するとともに、マイナ

ス評価の決定理由及び７月１６日付け配置転換に係る要求については同年１月３

１日までに回答するよう求めた。併せて、同年２月６日に団体交渉を行うこと、

上記要求項目を団体交渉事項とすることを申し入れた。 

【甲 15、甲 23、甲 36、甲 38、Ａ２証言、Ａ６証言、争いのない事実】 

 

イ 令和２年３月２５日、申立人組合と被申立人との間で、申立人組合側からＡ２

組合員、Ａ３組合員、Ａ４（以下「Ａ４組合員」という。また、以下、これら３

名を「組合員３名」という。）、Ａ６書記次長ら、被申立人側からＢ代表取締役、

Ｂ２取締役、Ｂ６執行役員、Ｂ９弁護士らが出席して、団体交渉（以下、この団

体交渉を「第２回団体交渉」という。）が開催された。 

  第２回団体交渉において、まず、被申立人は、申立人組合に対し、第１回団体

交渉の開催日の翌日の勤務時間中にＡ５組合員がＢ代表取締役、Ｂ２取締役、Ｂ
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６執行役員らに団体交渉に関するメールを送信しているが、勤務時間中は職務専

念義務があることから、このような行動は控えるよう申立人組合から指導してほ

しいこと及び申立人組合の要求に対しては団体交渉の場で説明しているものであ

り、無駄な書面のやり取りはしたくないので考えてほしいことを要望した。 

  次に、被申立人は、マイナス評価の理由について口頭で説明した。申立人組合

は、被申立人に対し、１人目であるＡ４組合員に係る説明が終了した際に、書面

で回答をもらえればもっと早く進められると思った旨伝えた。また、マイナス評

価の理由の説明が終了すると、マイナス評価に伴う賃金の引下げをやめて元に戻

すよう求めるとともに、その旨求める要求書を提出することを伝えた。 

  続いて、被申立人は、７月１６日付け配置転換については、被申立人の業務上

の必要な判断によるものであり、配置転換に伴いそれまで支給されていた手当が

減額となった旨、そして、手当の減額については書面を用意して説明する機会を

設けようとしたが、Ａ２組合員が拒否した旨回答した。 

  さらに、被申立人は、Ａ２組合員に対する退職勧奨の理由について説明したが、

その説明の冒頭に、Ｂ代表取締役は、会社を良くしていきたい、それに賛同して

もらえる人と協力してやっていきたい旨発言するとともに、Ａ２組合員について

は、会社の意向に沿っていただけないと判断した旨発言した。 

【甲 24、甲 36、甲 38、乙 23、乙 52、Ａ２証言、Ａ３証言、Ａ６証言、争いのな

い事実】 

 

(4) 令和２年４月２１日の要求 

 令和２年４月２１日、申立人組合及び支部は、被申立人に対し、第２回団体交渉

において説明がなされたマイナス評価の理由及びマイナス評価に伴う成績給の減額

については受け入れられない旨伝えるとともに、マイナス評価の撤回及びマイナス

評価による成績給の減額分を遡及して支払うことを要求し、同年５月１２日までに

書面で回答するよう求めた。併せて、前記(3)アの要求項目のうちマイナス評価に係

るもの以外のものについては、継続協議と考えている旨伝えた。 

【甲 16、甲 38、争いのない事実】 

 

(5) 令和２年５月１２日の回答 

 令和２年５月１２日、被申立人は、申立人組合及び支部に対し、前記(4)の要求項

目のうちマイナス評価の理由に係るものについては、第２回団体交渉において十分

に説明していると認識しているので応じられない旨回答するとともに、要求を維持

する場合には、受け入れられない点及びその理由を具体的に示すよう求めた。また、

前記(3)アの要求項目のうちマイナス評価に係るもの以外のものについても、十分に

説明している旨認識しており、継続交渉とする議題に関する主張及び継続交渉とす

る理由を具体的に示すよう求めた。 

【甲 17、Ｂ証言、争いのない事実】 



- 45 - 

 

 

(6) 令和２年５月２２日の要求 

 令和２年５月２２日、申立人組合及び支部は、被申立人に対し、第２回団体交渉

での口頭説明に関して同年６月５日までに文書で回答するよう求めるとともに、マ

イナス評価の撤回及びマイナス評価による減額分の支払を改めて求めた。また、前

記(3)アの要求項目のうち７月１６日付け配置転換に伴う手当の減額及びＡ２組合

員に対する退職勧奨の理由に係るものについても文書で回答するよう求めた。さら

に、第２回団体交渉に関しては、時間の大半が被申立人の口頭説明に費やされてお

り、文書での事前回答があれば十分な交渉時間を確保できたものと考えている旨伝

えた。併せて、同年６月１２日に団体交渉を社内会議室で開催すること、上記要求

項目を団体交渉事項とすることを申し入れた。 

【甲 25、甲 26】 

 

(7) 令和２年６月４日の回答 

 令和２年６月４日、被申立人は、申立人組合及び支部に対し、前記(6)の要求項目

については前記(5)の内容で回答したとおりであり十分に説明したと認識している

ことを伝えるとともに、要求を維持する場合、受け入れられない点及びその理由を

具体的に示すよう求めたにもかかわらず、理由を示すこともなく単に従前の主張を

繰り返しているだけであり、極めて不誠実であると言わざるを得ないとして、厳重

に抗議した。併せて、前記(6)の団体交渉申入れに対しては、同年６月１９日又は同

月２５日にウェブ会議で実施することを提案した。 

【甲 27、Ｂ証言】 

 

(8) 令和２年６月１６日の要求 

 令和２年６月１６日、申立人組合及び支部は、被申立人に対し、前記(7)の具体的

な理由の提示に関して、第２回団体交渉におけるマイナス評価の理由の説明に際し

て被申立人側が見ていた書面の提出を求めるとともに、個別の人事評価シートを提

示の上、マイナス評価に至った指摘事項が同シートのどの項目に該当したのか明確

にするよう求めた。併せて、前記(4)の要求項目について、同月１９日の団体交渉ま

でに文書で有額回答するよう求めた。さらに、前記(7)で提案のあった団体交渉をウ

ェブ会議で実施することについては、対応ができないことから、従来の方式で実施

することを要望した。 

【甲 18、甲 36、甲 38、Ａ２証言、Ａ３証言、争いのない事実】 

 

(9) 令和２年６月１８日の回答 

 令和２年６月１８日、被申立人は、申立人組合及び支部に対し、前記(8)の要求項

目に関して、マイナス評価の説明に係る書面提出については、前記(5)及び前記(7)

の内容で回答したとおりであること、人事評価シートを開示することはできるが、
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第２回団体交渉で被申立人が詳細に説明し、それに対する質疑応答も行われている

こと、追加の質疑がある場合には、次回団体交渉において対応することを伝えた。 

 また、前記(4)の要求項目については、前記(5)の内容で回答したとおりである旨

伝えた。さらに、被申立人の団体交渉開催の方針については、前記(7)の内容のとお

りであり、同月２５日又は同年７月１日にウェブ会議で実施することを検討するよ

う伝えた。 

【甲 28】 

 

(10) 令和２年６月２５日の要求 

 令和２年６月２５日、申立人組合及び支部は、被申立人に対し、前年度の決算書

を開示して内容を説明するよう、また、従業員は自分が受け取る賃金の仕組みを理

解していない一面があることから支給賃金の仕組みを説明するよう求めるととも

に、年齢給及び勤続給の見直しが必要である旨伝えた。併せて、職能給の運用基準

が定かではないとして、基準を定めた内規等書面の提出を求めた。さらに、事前に

具体的な回答書の提出を受けてから団体交渉に臨みたいと考えている旨伝え、その

場合は、対面、ウェブ交渉にはこだわらない旨伝えた。 

【乙 30】 

 

(11) 申立人Ｘ２及びＡ３組合員への本件メッセージの送信に係る事情聴取等 

ア 令和２年６月、被申立人は、申立人Ｘ２による本件メッセージの送信について

内部通報を受けた。そこで、同月３０日午前９時１７分頃から午前９時５０分頃

まで、Ｂ代表取締役、Ｂ９弁護士及びＢ６執行役員は、令和元年１０月１４日に

申立人Ｘ２が勤務時間外に同人所有のスマートフォンを使用して本件メッセージ

を送信したことについて、同人に対し、事情聴取を行った。 

当該事情聴取において、申立人Ｘ２は、謝罪したい旨回答するとともに、本件

メッセージを改めて読むと一方的過ぎているという反省点がある旨述べた。 

なお、本件メッセージの発信時刻は令和元年１０月１４日１８時３５分、その

内容は別紙３のとおりである。 

【甲 32 の１～５、甲 38、甲 39、乙 18、乙 52、Ｘ２証言、Ｂ証言、争いのない事

実】 

 

イ 前記アの事情聴取に引き続き、令和２年６月３０日午前１０時頃から午前１０

時２０分頃まで、Ｂ代表取締役、Ｂ９弁護士及びＢ６執行役員は、Ａ３組合員に

対し、本件メッセージに係る事情聴取を行った。 

  Ｂ９弁護士は、Ａ３組合員に対し、本件メッセージを読み上げるとともに、そ

の内容が事実であるかどうか確認したところ、Ａ３組合員は、同人が労働基準監

督署に駆け込んだ事実や同署から通告があった事実はない、自身が発信したもの

ではない旨答えた。しかし、Ａ３組合員は、Ｂ９弁護士からの他の質問に対して
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は、回答を拒否した。 

【甲 37、甲 38、乙 19、乙 52、Ａ３証言、Ｂ証言、争いのない事実】 

 

ウ 令和２年６月３０日、前記イの事情聴取後の午前１０時３８分頃から午前１０

時４１分頃まで、Ｂ代表取締役、Ｂ９弁護士及びＢ６執行役員は、申立人Ｘ２に

対する２回目の事情聴取を行った。 

【甲 39、乙 20、乙 52、Ｘ２証言、争いのない事実】 

 

エ 前記ウの事情聴取が行われた後、申立人Ｘ２は、Ｂ２取締役に対し、嫌な思い

をさせてしまったとして謝罪した。 

【乙 21、Ｘ２証言】 

 

オ 申立人Ｘ２らに対する事情聴取と同時期、被申立人は、本件グループＬＩＮＥ

メンバーである被申立人従業員に対し、本件メッセージに係る事情聴取を行った。 

【甲 39、争いのない事実】 

 

カ 令和２年７月６日午前１０時４８分頃から午前１１時３２分頃まで、Ｂ代表取

締役、Ｂ９弁護士及びＢ６執行役員は、申立人Ｘ２に対する３回目の事情聴取を

行った。 

  Ｂ９弁護士は、申立人Ｘ２に対し、被申立人側としては厳しい話になりかけて

いるが、Ｂ２取締役からのできれば穏便に済ませてほしい、話をする機会を設け

てほしいとの強い要請があったことから、事情聴取を行うものである旨説明した。 

【甲 37、甲 39、乙 21、乙 52、Ｘ２証言、争いのない事実】 

 

(12) 申立人組合及び支部からの事情聴取に対する抗議 

 令和２年７月７日、申立人組合及び支部は、被申立人に対し、Ｂ９弁護士がＡ３

組合員に対して行った事情聴取は、申立人組合に対する不当労働行為であるととも

に、パワーハラスメントに該当するとして厳重に抗議した。併せて、Ａ３組合員及

び申立人組合に対する謝罪文を提出するよう求めた。 

【甲 35、Ｘ２証言、Ｂ証言】 

 

(13) 令和２年７月１３日の回答 

 令和２年７月１３日、被申立人は、申立人組合及び支部に対し、前記(10)の要求

項目に関して、前年度決算書を開示し内容を説明すること、また、支給賃金の仕組

みについては就業規則、賃金規程及び関連する別表等により説明することを回答し

た。併せて、年齢給、勤続給及び職能給に係る考え方を述べるとともに、職能給に

ついては、支給賃金の説明の中で改めて説明する旨伝えた。さらに、賃金引上げは

経営上無理がある旨、また、住宅手当新設の必要性はない旨それぞれ判断している
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こと、家族手当を引き上げることを回答した。 

【乙 31】 

 

(14) 令和２年７月７日の抗議に対する被申立人の回答 

 令和２年７月１３日、被申立人は、申立人組合及び支部に対し、前記(12)の抗議

に関して、Ａ３組合員への事情聴取は、被申立人に対する内部通報がなされたこと

に伴い必要な事実確認のためなされた正当なものであり、不当労働行為やパワーハ

ラスメントに該当しない旨回答するとともに、申立人組合の要求には応じられない

旨述べた。 

【乙 32】 

 

(15) 申立人Ｘ２に対する本件処分 

ア 令和２年７月３１日、被申立人は、申立人Ｘ２に対し、同日付け「懲戒処分通

知書」で、本件メッセージの内容のうち、Ａ３組合員に係る部分（「Ｂ２さんが 

Ｙに入社した少し後に総務部全員、Ｂ２さんと面談を行いました。その際にＢ２

さんの考えに賛成できない部分があり、その部分を意見してからずっと、Ｂ２さ

んから一方的な無視や評価の面で明らかにパワハラとされる扱いを受けていまし

た。そのことで労基署に駆け込み、労基署は会社に対して通告を行いましたが、

会社はパワハラではないと判断し詳細な返答もなく結論づけました。その後も何

度か労基署に相談しましたが会社は認めないの一点張りで、後にＡ３さんはパワ

ハラについて労基署に伝えたことで評価を下げられ、部署異動を言い渡されまし

た。」）について、虚偽であり、就業規則第７０条第２項第５号並びに第５６条

第１項第６号及び同項第９号違反であって、また、本件メッセージの送信が、被

申立人があたかも法令違反行為について労働基準監督署の指導を無視する会社で

あるかのように伝えるものであり、本件メッセージを受信した被申立人従業員、

ひいては第三者の被申立人に対する信用・信頼を失墜させるものであると言わざ

るを得ないとし、同規則第７０条第２項第３号並びに第５６条第１項第６号及び

同項第９号違反であって、同規則第７７条第７号、同条第１２号及び同条第１３

号に該当するとして、本件処分（減給処分（令和２年７月１６日から同年８月１

５日までの間の基本給の日額５０パーセント減給））を行うことを決定したので、

同規則第７９条第１項の規定に基づき、その旨通知するとともに、当該通知書に

従う場合には就業規則を遵守する旨の書面を速やかに提出するよう、また、当該

通知書に対し事実と相違する等言い分がある場合には当該通知書を受け取った時

から１週間以内に被申立人宛に文書を提出するよう求めた。 

【甲 12、甲 32 の３、甲 36～39、Ｘ２証言、Ｂ証言、争いのない事実】 

 

イ 本件処分により、申立人Ｘ２の令和２年８月分の給料は、３，５００円減額さ

れた。 
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【甲 39、Ｘ２証言、争いのない事実】 

 

ウ 令和２年８月３日、被申立人は、被申立人従業員に向けて、同日付け「懲戒処

分の公表について」で、ＬＩＮＥを使用し虚偽及び憶測の内容を含む情報を複数

名の従業員に拡散した行為により、第三者の名誉権を侵害するとともに、被申立

人の名誉を毀損し情報を受信した従業員の被申立人に対する信用・信頼を失墜さ

せた事案があり、同年７月に減給の懲戒処分を行ったことを、再発防止のためと

して公表した。 

【甲 13、甲 36、甲 38】 

 

エ 被申立人における懲戒処分に関する就業規則の規定は、別紙４のとおりである。 

【甲 14、乙２、乙 28】 

 

(16) 申立人組合らからの本件処分に対する抗議 

 令和２年８月５日、申立人組合及び支部は、被申立人に対し、本件処分は不当労

働行為であり、受け入れられない旨抗議するとともに、本件処分を直ちに撤回する

よう求めた。 

 また、同日、申立人Ｘ２は、被申立人に対し、本件処分は正当な理由がなく受け

入れられない旨伝え、本件処分を直ちに撤回するよう求めた。 

【甲 29、甲 30、甲 36～39、Ａ２証言】 

 

(17) 被申立人における懲戒処分の状況 

 被申立人の就業規則では懲戒処分の種類として、第７７条第１項において、厳重

注意、減給、出勤停止、昇給停止及び降格を規定するとともに、行為の程度が著し

く重い場合又は繰り返し処分を受けた場合には、諭旨退職、懲戒解雇に処する場合

もある旨規定している。 

 被申立人が行った懲戒処分の事例は、平成２７年４月以降、飲酒運転による摘発

や横領行為を事由とするものを除けば、厳重注意のみであり、減給以上のものはな

かった。 

【甲 14、乙２、乙 27】 

 

(18) 第３回団体交渉 

ア 令和２年８月６日、申立人組合と被申立人との間で、申立人組合側から組合員

３名、申立人Ｘ２、Ａ５組合員ほか被申立人従業員である３名の組合員、Ａ６書

記次長ら、被申立人側からＢ代表取締役、Ｂ２取締役、Ｂ６執行役員、Ｂ９弁護

士らが出席して、団体交渉（以下、この団体交渉を「第３回団体交渉」という。）

が、ウェブ会議で開催された。 

  団体交渉開催直前に、被申立人は、申立人組合に対し、前記(8)で求められてい
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た人事評価シートの提示につき、組合員３名に係る「２０１９年度人事評価表」

（以下「人事評価表」という。）をメールで交付した。 

【甲 19 の 1～３、甲 31、甲 36、甲 38、乙 24、乙 52、Ａ２証言、Ａ３証言、Ａ６

証言、Ｂ証言、争いのない事実】 

 

イ 第３回団体交渉において、まず、被申立人は、申立人組合に対し、賃金手当一

覧表に基づき、年齢給、勤続給、職能給、諸手当等について説明した。この説明

の途中において、申立人組合は人事評価制度の内容について質問したが、被申立

人は前記(10)の要求項目の順番どおりに進めたい旨伝えたところ、申立人組合は

了解した。次に、被申立人は、貸借対照表及び損益計算書を示し、前年度決算に

ついて説明したほか、家族手当の額を引き上げる予定であることを説明した。 

  また、申立人組合は、被申立人に対し、第２回団体交渉でのマイナス評価の理

由の説明において被申立人側が見ていた説明の書面の提出を求めた。さらに、組

合員３名の人事評価表に関し質問した。これに対し、Ｂ９弁護士は、納得できな

い点があれば具体的に話してほしい旨伝えたところ、申立人組合は、納得できな

い部分を提出する旨答えた。 

【甲 31、乙 24、乙 52】 

 

(19) 第４回団体交渉 

 令和２年１０月５日、申立人組合と被申立人との間で、申立人組合側からＡ２ 

組合員、Ａ３組合員、Ａ６書記次長ら、被申立人側からＢ代表取締役、Ｂ２取締役、

Ｂ６執行役員、Ｂ９弁護士らが出席して、団体交渉（以下、この団体交渉を「第４

回団体交渉」という。）が、ウェブ会議で開催された。 

 第４回団体交渉において、被申立人は、申立人組合に対し、３か年分の貸借対照

表、損益計算書及び剰余金処分の内容をあらかじめ送付の上、その内容を説明した。 

 申立人組合は、被申立人に対し、賃上げを求めたところ、被申立人は、申立人組

合に対し、要求の根拠となるものがない旨指摘した。これに対し、申立人組合は、

根拠を提示する旨回答した。 

【乙 25、乙 52、争いのない事実】 

 

(20) 第５回団体交渉 

 令和２年１１月２６日、申立人組合と被申立人との間で、申立人組合側からＡ２ 

組合員、Ａ３組合員、Ａ６書記次長ら、被申立人側からＢ代表取締役、Ｂ２取締役、

Ｂ６執行役員、Ｂ９弁護士らが出席して、団体交渉（以下、この団体交渉を「第５

回団体交渉」という。）が、ウェブ会議で開催された。 

 第５回団体交渉において、被申立人は、申立人組合に対し、申立人組合からの賃

上げに関する再検討要求について回答した。 

【乙 26、乙 52、争いのない事実】 



- 51 - 

 

 

４ その後の被申立人の対応について 

(1) 本件営業本部会議におけるＢ２取締役の発言及び同会議のビデオ視聴 

 令和２年１２月２８日、令和３年１月中をもって被申立人の営業職従業員複数名

が退職することとなったことを受け、被申立人において本件営業本部会議が開催さ

れ、同会議において、Ｂ２取締役が発言した。 

 被申立人は、令和３年に入り、同会議に出席できなかった被申立人従業員に対し

て、その内容を録画したビデオを視聴させた。 

 なお、退職することとなった当該営業職従業員は、いずれも申立人組合組合員で

あった。 

【甲 36、甲 38、Ａ２証言、Ｂ証言、争いのない事実】 

 

(2) Ｂ代表取締役による文書配付 

 令和３年１月６日、Ｂ代表取締役は、被申立人従業員に対し、「社員の皆さまへ」

と題する文書（以下「１月６日文書」という。）を配付し、当該文書で、「複数名

の営業職が退職となりました。このタイミングで会社の方針、考え方を社員の皆さ

んにお伝えしたいと思います。」、「結論から先に申し上げますと、会社の方針や

処遇に不満及び納得のいかない方は会社を去って頂いて結構です。」などと述べた。 

【甲 36、甲 38、Ｂ証言、争いのない事実】 

 

(3) Ｂ２取締役によるメール送信 

ア 令和３年１月１２日、Ｂ２取締役は、Ｂ代表取締役、役員及び管理職ら合計２

１名に対し、「ユニオンに対する現状認識について（情報共有と依頼事項）」と

題するメール（以下「１月１２日メール」という。）を送信した。 

  なお、１月１２日メールには、次の内容が記載されていた。 

 

 「昨年末の営業本部会議での話、年頭の社内発信を行った結果、Ｅ１とＥ２、

Ｅ３さんが、組合を抜け（１月末までに）、この会社でやっていきたいと言う意

思表示を上司であるＢ７課長に申し出ています。」 

 「昨年のＥ４さんに続いて、合計４名が組合を抜けることになります。辞めた

連中５名を加えると、合計９名が抜けたことになります。不確かですが、Ｅ５、

Ｅ６も組合を脱会したという情報があります。合わせると１１名になります。」 

 「Ｅ５については、Ｅ７さん、確認してください。Ｅ６については、Ｅ８さん、

確認してください。確認前に、Ｂ２に対処方法について確認した上でお願いしま

す。」 

 「従って、他の者については、整理すると下記のようになります。当初、２３

名ほどのようでしたが、実質は、Ａ２以下５名ということになります。＋流通で

しょうか。 
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 ○Ａ２、Ａ３、Ａ４、Ｘ２、Ａ５→こいつらは絶対に自分からは組合を抜け

ないし、会社を自ら辞めることはありません。 

 ○Ｅ９さん（ＣＳ課）→ＣＳ課の課題を通して働きかけをしていますし、そ

の方針です。 

 ○Ｅ１０→何ら影響のない人物であり、取り敢えずほっとく。 

 ○Ｅ１１、Ｅ１２、Ｅ１３（？）→これから。まずは、他の流通の人をＤ２

に転籍させる。Ｄ２で、２～３名新規採用方針。辞めてもらっても良い覚悟で

臨む。 

※ Ｅ１２は、Ｘ２のラインメールの中心人物で、受信者として面談した折

に、Ｅ１４さんに対する流通の対応は、パワハラと指摘していました。あ

あいう場で、どうどうと主張。 

※ 更に、労働委員会への申立ての記載の中に、受信者面談に批判的な人（組

合員）の存在が明確に示されていた.Ｅ１２とＥ１０しかありえない。 

○ Ｅ１５、Ｅ１６→何ら影響のない人物であり、取り敢えずほっとく。 

○ Ｅ３（ＣＳ課）→組合に未加入のようであるが、Ｘ２のラインメールの

絡みで面談した折に、非協力的な態度とその後に一階に戻った時にかなり

不遜な態度であった。様子見であるが、態度が変わらないなら辞めてもら

う１人。（Ｘ２面談時にＥ３は親友と言っている。面談時の態度はその証）」 

 「Ｘ２について 組合と連名で会社を訴えてきている人物です。しかも懲戒処

分に応じないだけでなく、その撤回を要求しています。この人物に対する会社の

スタンスは言わずもがなです。接し方を徹底していく必要があると思います。仕

事以外は『無視』すべきと思います。会社の仲間ではないということです。冒頭

の４名も、同じ位置づけです。」 

 「私の認識で、一番、大切なことは、①問題社員が作ったユニオンと経営サイ

ドでは、言っていますが、『何が問題社員なのか』を管理者の人たちに、キチン

と説明する必要があるということです。更に、Ｅ４、Ｅ１、Ｅ２、Ｅ３他に対し

ても同様だと思います。②管理者の人達に対して、キチンと説明しない限り、『会

社が徹底的にやると言っているから従うしかない』と思って、従っているに過ぎ

ないと思います。また、ユニオンに入った者達は、勧誘時に会社の問題点を聞か

されて、少なからず賛同したはずです。立場がヤバクなってきたから抜けますで

は、真に翻意したとは言えず、私は、納得いかないというのが本音です。よっぽ

ど、退職した連中の方が男気を感じるくらいです。→言い過ぎかも知れませんが、

会社としての説明責任を果たしていないと思っています。」 

【甲 36、甲 38、争いのない事実】 

 

イ 令和３年１月２７日、Ｂ２取締役は、Ｂ代表取締役、役員、管理職を含む従業

員ら合計２８名に対し、Ａ５組合員に関する内容等を記載したメール（以下「１

月２７日メール」という。）を送信した。 
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  なお、１月２７日メールには、次の内容が記載されていた。 

 

 「ユニオンの問題児でした」 

 「団交に出てきたときの不穏当な発言や不適切なメール発信について、組合に

対して厳重な抗議を行いました。そういう癖のある人物なのです。やっている行

動は非常識。彼女の中では常識なんだと驚く次第です。以下、非常識なこと」 

 「時間外の件を、色々、言っているようですが、何を言っているのか良く分か

りません。支離滅裂でどうでも良いと思いますが、会社に問題ありと言っている

のなら、会社を辞めても、働いた分は払えと言いかねない人物かも知れません。

辞めても、ユニオンを通して言ってくる可能性はあります。悪質なユニオンなの

で、加担する可能性は少なからずあり得ます」 

 「意地悪は可能ですが、取りあえず辞めてもらうことを優先しましょう。会社

を一日でも早く正常化することを優先しましょう。先行きの見通せない環境の中、

ユニオンに関わっている時間はありません。会社の足を引っ張っているだけです

から。」 

【Ｂ証言、争いのない事実】 

 

第３ 判断 

１ 本件処分が、申立人Ｘ２に対する労組法第７条第１号の不利益取扱いに当たるか

（争点１－ア）。 

(1) 申立人らの主張 

ア 本件メッセージの送信は、労働組合を結成するための行為であること 

 本件メッセージの送信は、申立人Ｘ２が、被申立人従業員に対して申立人組合

加入を勧誘し、組合員の人数を増やすことを目的として行ったものであり、労働

組合を結成するための行為であることは明らかである。 

 また、本件メッセージのうち懲戒事由の原因となっているＡ３組合員に係る記

載は、本件メッセージ受信者である被申立人従業員を申立人組合加入に導くため

のきっかけとしての単なるエピソードにすぎない。 

 

イ 不利益取扱い 

 本件処分が不利益取扱いであることは、言うまでもない。 

 

ウ 不当労働行為意思 

 次の事情に照らせば、本件処分が、被申立人の不当労働行為意思に基づいてな

されたものであることは明らかである。 

(ｱ) 懲戒事由に該当しないこと 

ａ Ａ３組合員に対するパワーハラスメントが存在したこと 

 被申立人は、本件処分の理由として、「ない」と判断されたＡ３組合員
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に対するパワーハラスメントの事実について、「ある」と発信したことが

虚偽であるとして、懲戒事由に該当するとしている。 

 しかし、パワーハラスメントの事実の有無について、被申立人は、Ａ３

組合員に対し、コンサルティング会社による調査結果について、単に「パ

ワハラの事実はなかった」という報告しかしておらず、真にそのような結

果だったのか不分明である。そして、仮に、当該調査結果がそのようなも

のであったとしても、本人にとってみればパワーハラスメントを受けたと

感じており、しかも、そう感じた者が複数名いるのであるから、「パワハ

ラがあった」と述べることが直ちに虚偽を述べたことにはならない。 

 

ｂ 受信した従業員、ひいては第三者の被申立人への信用・信頼失墜の事実

がないこと 

 本件メッセージの伝ぱは直接の受信者にとどまっており、更なる拡散の

事実はなかった。この点は、Ｂ代表取締役も認めている。よって、そもそ

も、受信した被申立人従業員以外の第三者の被申立人への信用・信頼が失

墜したという事実がない。 

 

(ｲ) 減給処分が不相当であること 

 本件メッセージの送信について懲戒事由はないのであるが、仮に、客観的事

実と違う内容を送信した点がとがめられるとしても、その軽微性に照らせば、

減給処分は重すぎる。懲戒処分とせず、口頭注意で十分に足りる事案である。 

 被申立人は、申立人組合が、本件メッセージの送信に係る事情聴取について

パワーハラスメントであるとして抗議し、それ以降、申立人Ｘ２がＢ２取締役

とのコミュニケーションを拒否するようになったとして、反省の態度が見られ

ないために本件処分を科すこととした旨主張する。しかし、申立人Ｘ２がコミ

ュニケーションを拒否したという事実は一切ない。 

 

(ｳ) 懲戒処分手続に重大な瑕疵があること 

 被申立人の就業規則第７５条第２項では、「会社は懲戒処分に先立ち、事実

を確認するために当該従業員に対し書面による報告を求める。」こととされて

いるが、本件処分に当たっては、事前に報告書の提出は要求されておらず、手

続が履践されていない。 

 また、減給処分については、同規則第７６条第２号で、「口頭注意し、始末

書の提出を命じた上、減給する。」こととされているが、申立人Ｘ２は、口頭

注意を受けていないし、始末書の提出も求められていない。 

 なお、被申立人は、「懲戒処分通知書」において、申立人Ｘ２に対して始末

書の提出を求めているが、同書面に「懲戒処分を課すことが決定しました」と

あるとおり、懲戒処分後に求めているものであるから、上記要件は満たしてい
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ない。 

 なお上記主張は、申立人らの最終陳述書において初めてなされたものである

ことを当委員会は付言する。 

 

(ｴ) 被申立人が日常的に組合嫌悪の念を示していたこと 

 １月６日文書、１月１２日メール、１月２７日メール等被申立人がその存在

を認めているものだけでも、被申立人が会社ぐるみで申立人組合に対して嫌悪

の念を示していたことは明白である。 

 

(2) 被申立人の主張 

ア 本件メッセージの内容が真実でないこと 

 本件メッセージにおいて申立人Ｘ２が摘示した事実は、真実と異なる。 

 すなわち、Ａ３組合員からパワーハラスメントの相談を受けた労働基準監督署

が被申立人に対して通告を行った旨の事実は存在しない。当該通告が存在しない

以上、被申立人はパワーハラスメントではないと判断し詳細な返答もなく結論付

けた旨の事実も存在しない。さらに、Ａ３組合員がその後も何度か同署に相談し

たが被申立人は認めないの一点張りで、同署に伝えたことで評価を下げられ、部

署異動を言い渡された旨の事実も存在しない。 

 なお、申立人Ｘ２は、本件メッセージにおける「労基署」は「労働局」の間違

いであったと述べるが、被申立人が労働局からパワーハラスメントについて通告

を受けた事実、これに対してパワーハラスメントではないと判断し詳細な返答も

なく結論付けた事実、Ａ３組合員がパワーハラスメントについて労働局に伝えた

ことを理由に評価を下げ、異動を命じた事実はない。 

 したがって、いずれにしても本件メッセージの内容は、事実に反する。 

 

イ 懲戒事由に該当すること 

 本件メッセージは、申立人Ｘ２がソーシャル・ネットワーキング・サービス（以

下「ＳＮＳ」という。）で発信した、虚偽、憶測を含む情報である。 

 したがって、本件メッセージは、就業規則第７０条第２項においてＳＮＳでの

発信が禁止される「（５）会社に対する誹謗中傷、虚偽、憶測の内容を含む情報」

に該当する。 

 さらに、本件メッセージは、その内容が虚偽であることを知らない被申立人従

業員が閲覧した場合、被申立人が労働者の権利を保護するための機関である労働

基準監督署からパワーハラスメントについて通告を受けてもなお不誠実な対応に

終始し、それだけでなく、労働者がパワーハラスメントについて同署に相談した

場合には、当該労働者に対して不利益な人事異動を発令する会社であるとの誤信

を生じさせうる。 

 なお、被申立人従業員に対するヒアリングでは、実際に本件メッセージが真実
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であると信じて被申立人に不信感を抱いた従業員も存在した。 

 また、もし、本件メッセージが被申立人外の者に閲覧された場合には、閲覧し

た者が、被申立人について、いわゆるブラック企業であると認識することも容易

に想定される。 

 そうすると、本件メッセージは、被申立人内及び被申立人外の者が閲覧した場

合に、被申立人の社会的評価、信用を低下させる内容であることが明らかである。 

 よって、本件メッセージの送信は、就業規則第５６条第９号の禁止事項に該当

する。 

 

ウ 本件処分が社会的相当性を具備すること 

 多くの従業員を雇用する被申立人のような企業にとって、労働環境に関する労

使間の信頼関係は極めて重要である。 

 特にハラスメントの申告がなされた場合に、企業が適切に対応するか否かは、

現在ハラスメントを受けていない従業員にとっても重要な関心事である。 

 そうであるにもかかわらず、被申立人が労働基準監督署から通告を受けてもハ

ラスメントに適切な対応を行わず、それどころか、労働者がハラスメントの相談

をしたことを理由に不利益な人事異動を発令したかのごとくけん伝する本件メッ

セージの送信は、被申立人と従業員の間の信頼関係を著しく害するものである。 

 そして、被申立人と従業員の間の信頼関係が害されることは、職場環境の悪化

だけでなく、従業員の離職や新採用の困難を招くものである。 

 さらに、もし、本件メッセージが被申立人外の第三者に拡散され、被申立人が

ブラック企業であるかのように伝えられた場合、被申立人は取引先等関係企業と

の間で築き上げた信用も失うのであるから、そのような拡散が可能な状態に本件

メッセージを置いたことは極めて重大な企業秩序のびん乱行為である。 

 申立人Ｘ２自身も、本件メッセージの内容が虚偽であれば従業員が被申立人に

対して悪感情を抱くことを認識している。 

 このような本件メッセージの送信に対して懲戒処分をもって臨むことは、企業

秩序の回復のためにやむを得ない措置である。 

 

エ 事実確認を行わずにした本件メッセージの送信 

 申立人Ｘ２が、被申立人の違法な行為を明らかにしたいのであれば、これが虚

偽であった場合の重要性を考慮して、事実が真実であることの確認を行うことが

相当である。 

 とりわけ、申立人Ｘ２は、自身の体験した事実ではなく、Ａ３組合員から聞い

た話を送信するのであるから、本件メッセージの内容が真実であるかは、より一

層慎重に確認されてしかるべきである。 

 そして、本件メッセージの内容を申立人Ｘ２に伝えたのはＡ３組合員であるか

ら、申立人Ｘ２がＡ３組合員に対して、本件メッセージの送信に先立って事実確
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認をすることは極めて容易である。 

 しかしながら、申立人Ｘ２は、全く事実確認をすることなく、あたかも真実で

あるかのように本件メッセージを送信したのである。 

 このような申立人Ｘ２の行為は、極めて軽率であると言わざるを得ない。 

 

オ 本件処分の軽微性 

 被申立人において、減給処分は、７種の懲戒処分のうち２番目に軽いものであ

る。 

 そして、本件処分の内容も、賃金を３，５００円減額したものであって、申立

人Ｘ２に経済的に過大な負担を負わせるものでない。 

 

カ 本件メッセージの送信に係る調査及び本件処分の決定 

 本件メッセージの送信は、被申立人の名誉や信用を著しく害するものであるか

ら、被申立人内部では、申立人Ｘ２に対する懲戒処分を視野に入れて、本件メッ

セージの送信に係る関係者の調査を行った。 

 そうしたところ、申立人Ｘ２は、令和２年７月６日の事情聴取を受けた後、Ｂ

２取締役に対し、事実確認をせずに本件メッセージを送信したことについて謝罪

した。そこで、被申立人は、申立人Ｘ２が謝罪して反省している様子であること

を考慮し、厳重注意にとどめて懲戒処分を行わないことを検討した。 

 ところが、翌７日、申立人組合及び支部から被申立人に対して、Ａ３組合員に

対する事情聴取がパワーハラスメントに該当するとして抗議がなされた。被申立

人は、パワーハラスメントと指摘されるような事情聴取は一切行っていなかった

ため困惑していたところ、同日を境に、申立人Ｘ２は、Ｂ２取締役とのコミュニ

ケーションを拒否し、社内でＢ２取締役を避ける、偶然会っても目を合わせずに

立ち去るといった、前日とは全く異なる態度を示すに至った。 

 さらに、本件メッセージ内容の伝ぱの範囲に関し、令和２年７月６日の事情聴

取においても、申立人Ｘ２は、被申立人が本件メッセージの送信に係る調査によ

って得た事実と異なる事実を供述していたことが判明した。 

 被申立人は、本件メッセージの送信の重要性、虚偽の事実の伝ぱによる被申立

人に対する悪影響や事情聴取において判明した事実に加えて、申立人Ｘ２の態度

も総合的に考慮し、本件処分をもって臨むほかないと判断するに至ったのである。 

 なお、被申立人は、申立人組合及び支部が、被申立人に対し、Ａ３組合員に対

する事情聴取に関して謝罪を求めたこと自体は、本件処分を決定するに当たって

考慮要素としていない。 

 

(3) 当委員会の判断 

ア 本件処分に至る経緯について（本件メッセージの送信に係る事情聴取までの経

緯） 
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 前記「第２ 認定した事実」記載のとおり、令和元年１０月２４日、申立人組

合は、被申立人に対し、被申立人従業員が申立人組合に加入したこと及び支部を

結成したことを通知し、以後、本件処分に至る前提としての事情聴取が開始され

る前まで、計２回の団体交渉（第１回団体交渉（令和元年１２月２４日）、第２

回団体交渉（令和２年３月２５日））が開催された。 

 第１回団体交渉においては、被申立人は、危機管理マニュアルについては今期

中には策定したいと考えていること、人事考課制度の運用と基準については人事

評価表をベースに多面的視点及び総合的判断により評価の最終決定としているこ

と、有給休暇の取得については業務に支障がない限り円滑に取得できるよう努め

ていることなどを回答した（乙２２、１頁から２頁まで）。 

 その後、被申立人の新人事評価制度に関する説明の中で、Ｂ２取締役が、「あ

る意味見切り発車でスタートした」旨の発言をしたところ（乙２２、８頁）、申

立人組合は、見切り発車で給与を下げることはあってはならないと述べるととも

に、「見切り発車」との語を繰り返し用いて発言した。これに対し、Ｂ２取締役

が、言葉尻を捉えないよう求めるといったやり取りがなされた（乙２２、１１頁

から１３頁まで）。 

 また、第１回団体交渉の終盤において、出席した申立人組合組合員からは、第

１回団体交渉が勤務時間終了後に開始されたことを踏まえ、団体交渉の開始時刻

を早めてほしい、勤務時間内での開催を考慮してほしい旨要望がなされたものの、

被申立人は、勤務時間内に団体交渉を行うことは考えていない旨答えた（乙２２、

２９頁から３１頁まで）。被申立人の回答を受け、当該要望を行った組合員は、

Ｄ３市の保育園において、経営者の問題行動があったことで、１８名の職員が一

斉に退職届を出して運営が立ち行かなくなったとのニュースを取り上げ、支部に

も数十人が集まっており、本当にこの会社に対してがっかりしてしまって、一斉

に退職するということになってしまったら、被申立人は本当に立ち行かないと思

うとして、従業員が頑張っても経営者側からの歩み寄りがなければ良い成果は生

まれない旨述べるとともに、被申立人の回答を聞き、がっかりした旨発言すると

いったことがあった（乙２２、３１頁から３３頁まで）。 

 第２回団体交渉においては、被申立人は、マイナス評価の理由について口頭で

説明した。申立人組合は、被申立人に対し、１人目であるＡ４組合員に係る口頭

での説明が終了した際に、書面で回答をもらえればもっと早く進められると思っ

た旨伝えた。また、これらの口頭での説明後にマイナス評価に伴う賃金の引下げ

をやめて元に戻すよう求めるとともに、その旨求める要求書を提出することを伝

えた。 

 続いて、被申立人は、７月１６日付け配置転換については、被申立人の業務上

の必要な判断によるものであり、配置転換に伴い手当が減額となった旨、そして、

手当の減額については書面を用意して説明する機会を設けようとしたが、Ａ２ 

組合員が拒否した旨回答した。Ａ２組合員が拒否した旨の回答に対し、申立人組
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合は、今でも回答に係る書面を渡すことができる、書面を出してほしい旨述べた。

これらのやり取りでのＢ代表取締役の発言の最中に出席組合員が笑ったことに対

し、Ｂ代表取締役は、その行為をとがめた（乙２３、２６頁）。 

 さらに、被申立人は、Ａ２組合員に対する退職勧奨の理由について説明したが、

その説明の冒頭に、Ｂ代表取締役は、会社を良くしていきたい、それに賛同して

もらえる人と協力してやっていきたい旨発言するとともに、Ａ２組合員について

は、会社の意向に沿っていただけないと判断した旨発言した（乙２３、３５頁）。 

 第２回団体交渉終了後においては、被申立人の第２回団体交渉での説明が文書

によるものではなかったことから、前記「第２ 認定した事実」記載のとおり、

申立人・被申立人間において文書による回答の要否をめぐってやり取りがなされ

るとともに、申立人組合及び支部からは、新たな団交申入れ（令和２年５月２２

日）や「決算開示、賃金に関する申入れ書」の提出がなされる（同年６月２５日）

といった労使関係の状況にあった。 

 このような状況のもと、本件メッセージに関する内部通報がなされたものであ

り、当該内部通報を受け、申立人Ｘ２らに対する事情聴取が開始されたものであ

った。 

 なお、当該内部通報以前には、被申立人が本件メッセージの存在を知っていた

こと、また、本件メッセージに記載され被申立人が懲戒事由として主張する事実

が被申立人内に流布していたことなどといった状況はうかがえないことから、被

申立人は、当該内部通報によって、本件メッセージの存在を知ったものであった

と判断される。 

 また、申立人Ｘ２は、本件メッセージにおいて、自身を申立人組合組合員であ

るとして申立人組合への加入勧誘を行っているものであるが、本件処分以前にお

いて、申立人Ｘ２が団体交渉に出席した事実もなく、申立人組合組合員であるこ

とを被申立人に明示した事実も見られないことから、被申立人は、本件メッセー

ジに関する内部通報をもって、申立人Ｘ２を申立人組合組合員と認識したものと

判断される。 

 

イ 本件メッセージの内容・性格について 

 本件メッセージは、申立人Ｘ２が所有するスマートフォンから、令和元年１０

月１４日１８時３５分に送信されたものであり、受信者は本件グループＬＩＮＥ

メンバーであった。 

 本件メッセージの内容は別紙３のとおりであり、そこには、「Ｙには労働組合

はありません。そのため、会社と社員の力関係があからさまに会社の方が強く、

社員が意見を言いづらい状況にあります」、「今Ｙ内では公的労働組合への加入

を通して、会社と社員が対等に話をできるようにしていく動きをこっそりと行っ

ています」とし、最近の出来事として、Ａ２組合員が退職勧奨を受けたこと、Ａ

３組合員がＢ２取締役からパワーハラスメントを受けたことにより労働基準監督



- 60 - 

 

署に駆け込み、同署が被申立人に対し通告したが、被申立人はパワーハラスメン

トではないと判断し詳細な返答もなく結論付け、Ａ３組合員はその後も同署に相

談したが、被申立人は認めないの一点張りで、同人の部署異動を言い渡したこと

が記載され、「労働組合があると社員と会社は対等に話をできる機会を持つこと

ができます。上記の不当な扱いについてはもちろんですが、その他の各個人が抱

いている会社に対しての不満についても解消するためにも皆さんにどうかご協力

頂きたいと考えています」として、申立人組合への加入を呼びかける内容が記載

されていた（甲３２の１〜５）。 

 本件メッセージは、申立人組合への加入勧誘を目的として作成・送信されたも

のであったことは、その内容から明らかである。 

 確かに、被申立人が懲戒事由として主張するＡ３組合員に係る部分の記載が存

在するが、当該記載は、申立人組合への加入勧誘を行うに当たって、申立人Ｘ２

が被申立人において存在すると認識した事実を、申立人組合への加入勧誘の契機

とする事例として示されたと解されるものである。 

 したがって、当該記載部分を含む本件メッセージは、全体として、申立人組合

組合員である申立人Ｘ２による申立人組合への加入勧誘を目的とするものであ

り、その送信先が本件グループＬＩＮＥであることから、申立人Ｘ２が、本件グ

ループＬＩＮＥメンバーに対し、申立人組合への加入勧誘を行う目的で送信した

行為であると判断するのが相当である。 

 

ウ 懲戒処分としての有効性について 

 被申立人は、本件メッセージのうち、懲戒事由として主張するＡ３組合員に係

る部分の記載のみを本件処分の対象としていること、本件メッセージの内容が真

実でないこと、本件メッセージの内容は申立人Ｘ２がＳＮＳで発信した虚偽、憶

測を含む情報であり、就業規則第７０条第２項においてＳＮＳでの発信が禁止さ

れる「（５）会社に対する誹謗中傷、虚偽、憶測の内容を含む情報」に該当し（甲

１４）、懲戒事由に該当することを主張する。 

(ｱ) 懲戒事由として主張するＡ３組合員に係る部分の記載について 

 本件メッセージのうち、被申立人が懲戒事由として主張するＡ３組合員に

係る部分には、「Ｂ２さんが  Ｙ  に入社した少し後に総務部全員、Ｂ２

さんと面談を行いました。その際にＢ２さんの考えに賛成できない部分があ

り、その部分を意見してからずっと、Ｂ２さんから一方的な無視や評価の面

で明らかにパワハラとされる扱いを受けていました。そのことで労基署に駆

け込み、労基署は会社に対して通告を行いましたが、会社はパワハラではな

いと判断し詳細な返答もなく結論づけました。その後も何度か労基署に相談

しましたが会社は認めないの一点張りで、後にＡ３さんはパワハラについて

労基署に伝えたことで評価を下げられ、部署異動を言い渡されました。」と

記載されている（甲１２）（なお、申立人Ｘ２は、本件メッセージにおける
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「労基署」は「労働局」の間違いであったと述べる（Ｘ２証言８４頁１８行

目）。）。 

 当該記載のうち、被申立人は、Ａ３組合員からパワーハラスメントの相談

を受けた「労基署は会社に対して通告を行いました」という事実は存在しな

い、そして、当該通告が存在しない以上、「会社はパワハラではないと判断

し詳細な返答もなく結論づけました。」という事実も存在しない、さらに、

「その後も何度か労基署に相談しましたが会社は認めないの一点張りで、後

にＡ３さんはパワハラについて労基署に伝えたことで評価を下げられ、部署

異動を言い渡されました。」という事実も存在しない旨主張する。 

 この点、Ａ３証人は、パワーハラスメントに関し、茨城労働局に相談に行

った旨証言するものの、「労基署に駆け込」んだ事実はないとし、また、労

基署が会社に対して通告を行った事実はない旨証言する（Ａ３証言４３、４

５頁）とともに、労働局から被申立人に対し何らかの指導、連絡がなされた

事実はない旨証言する（Ａ３証言６１頁）。 

 したがって、Ａ３組合員からパワーハラスメントの相談を受けた労基署な

いし労働局から、被申立人に対して通告がなされた事実は認められない。 

 よって、Ａ３組合員からパワーハラスメントの相談を受けた「労基署は会

社に対して通告を行いました」という事実は存在せず、上記通告が存在しな

いことからも、本件メッセージ記載の「会社はパワハラではないと判断し詳

細な返答もなく結論づけました。」という事実も存在せず、事実に反してい

る。 

 また、本件メッセージにおける「その後も何度か労基署に相談しましたが

会社は認めないの一点張りで、後にＡ３さんはパワハラについて労基署に伝

えたことで評価を下げられ、部署異動を言い渡されました。」という事実に

ついても、被申立人がパワーハラスメントについて通告を受けた事実はない

のであるから、これに対して「パワハラではないと判断し詳細な返答もなく

結論づけ」た事実はなく、また、Ａ３組合員がパワーハラスメントについて

労基署ないし労働局に伝えたことを理由に評価を下げられ、異動を言い渡さ

れた事実は認められないのであって、したがって、これらの点においても、

本件メッセージの内容が事実に反していると言わざるを得ない。 

 

(ｲ) 懲戒事由の該当性について 

 被申立人が懲戒事由として主張するＡ３組合員に係る部分の記載は、被申

立人が言うように、内容が事実に反していることを知らない被申立人従業員

が本件メッセージを閲覧した場合、被申立人が労働者の権利を保護するため

の機関である労働基準監督署からパワーハラスメントについて通告を受けて

もなお不誠実な対応に終始し、それだけでなく、労働者がパワーハラスメン

トについて同署に相談した場合には、当該労働者に対して不利益な人事異動
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を発令する会社であるとの誤信が生じうるおそれのあることや、仮に本件メ

ッセージを被申立人外の者が閲覧した場合には、閲覧した者が、被申立人に

ついて、いわゆるブラック企業であると認識する可能性のあることもそれぞ

れ否定できない。これらのことからすれば、本件メッセージは、被申立人内

及び被申立人外の者が閲覧した場合に、被申立人の社会的評価、信用を低下

させるおそれのあるものとの被申立人の認識を否定することはできない。 

 しかしながら、申立人Ｘ２は、Ａ３組合員やＡ２組合員から直接聞いた話

をもとに本件メッセージを作成し、本件グループＬＩＮＥメンバー内へ送信

したものであって（Ｘ２証言８３頁）、申立人Ｘ２に送信に当たっての注意

不足があったことは否めないものの、殊更、虚偽の事実を送信したとの認識

がなく、また、被申立人の信用・信頼を失墜させることについて、あえて意

図したことをうかがえる証拠もない。加えて、本件メッセージは、その受信

者が本件グループＬＩＮＥメンバーのみにとどまっており、さらなる拡散の

事実は認められないものであり、この点は、Ｂ代表取締役も認めているとこ

ろである（Ｂ証言１４２頁から１４３頁まで）。 

 

(ｳ) 本件処分の相当性について  

ａ 申立人Ｘ２は、Ａ３組合員やＡ２組合員から直接聞いた話をもとに本件

メッセージを作成し、本件グループＬＩＮＥメンバー内へ送信したもので

あって（Ｘ２証言８３頁）、申立人Ｘ２に送信に当たっての注意不足があ

ったことは否めないものの、殊更、虚偽の事実を送信したとの認識がなく、

また、被申立人の信用・信頼を失墜させることについて、あえて意図した

ことをうかがえる証拠はない。加えて、申立人Ｘ２の送信した本件メッセ

ージは、その受信者が本件グループＬＩＮＥメンバーのみにとどまってお

り、さらなる拡散の事実は認められず、本件グループＬＩＮＥ内に限られ

たものであった。 

  そして、被申立人が行った懲戒処分の事例は、平成２７年４月以降、飲

酒運転による摘発や横領行為を事由とするものを除けば、厳重注意のみで

あり、減給以上のものはなく、また、被申立人が、申立人Ｘ２がＢ２取締

役に対して、一度謝罪したことをもって、処分を見送ることを検討してい

たことがうかがえる（被申立人準備書面（２）２７頁）。 

  他方、本件処分に至る過程においては、少なくとも本件グループＬＩＮ

ＥメンバーやＡ３組合員に対する事情聴取がなされるなど、被申立人の人

的規模に照らすならば、申立人Ｘ２に対して本件メッセージの送信ゆえに

事情聴取がなされていることが被申立人内に伝わったことが推測される。

そして、その状況のもと、令和２年８月３日、被申立人は、被申立人従業

員に向けて、被処分者の氏名は明記しないものの、同日付け「懲戒処分の

公表について」で、ＬＩＮＥを使用し虚偽及び憶測の内容を含む情報を複
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数名の従業員に拡散した行為により、第三者の名誉権を侵害するとともに、

被申立人の名誉を毀損し情報を受信した従業員の被申立人に対する信用・

信頼を失墜させた事案があるとして、同年７月に減給の懲戒処分を行った

ことを公表し、申立人Ｘ２に対し、事実上の制裁として加重した面もある。 

  本件においては、懲戒処分をしない方向の検討があったにもかかわらず、

結果として、懲戒処分としての「厳重注意」を越え、「減給」の処分に至

ったこと、それに加え、さらに社内公表がなされていることを踏まえ検討

するならば、本件処分は、懲戒処分として重すぎるものと評価せざるを得

ない。 

 

ｂ 被申立人は、申立人組合及び支部が、本件メッセージの送信に係る事情

聴取についてパワーハラスメントであるとして抗議し、それ以降、申立人

Ｘ２がＢ２取締役とのコミュニケーションを拒否するようになったとし

て、反省の態度が見られないために懲戒処分を科すこととした旨主張する。 

  しかし、申立人組合及び支部が抗議したのは、Ａ３組合員に対する事情

聴取のみについてであり（甲３５）、申立人Ｘ２に対する事情聴取につい

て言及するものでもない。他方、申立人Ｘ２がコミュニケーションを拒否

したという事実を裏付ける証拠はない。 

  とすると、申立人Ｘ２が反省の態度を示した後の事情として、当委員会

において認定しうる事実は、申立人組合及び支部が、Ａ３組合員に対する

事情聴取に対して抗議を行ったことのみであり、当該抗議後、申立人Ｘ２

がＢ２取締役とのコミュニケーションを拒否するようになった事実はうか

がえないことから、当該事実が申立人Ｘ２への懲戒を決定することになっ

たと判断することはできず、かえって、申立人組合の抗議に対する反発か

ら、本件処分を決めたとも推認しうるところである。 

 

ｃ 以上のとおり、被申立人の主張する懲戒事由を前提としても、本件処分

は、懲戒処分としては重すぎるものと判断せざるを得ず、懲戒処分として

の相当性を欠くものと言わざるを得ない。 

 

エ 不当労働行為意思の有無について 

 前述のとおり、被申立人の主張する懲戒事由を前提としても、本件処分は、懲

戒処分としては重すぎるものと判断せざるを得ず、懲戒処分としての相当性を欠

くものと言わざるを得ない。 

 そして、本件メッセージが、申立人組合組合員である申立人Ｘ２が申立人組合

への加入勧誘と支部結成を目的として作成・送信したものであったことは、その

内容から明らかであり、被申立人が懲戒事由として主張するＡ３組合員に係る部

分は、申立人組合への加入勧誘を行うに当たって、申立人Ｘ２が被申立人におい
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て存在すると認識した事実を、申立人組合への加入勧誘の契機とする事例として

記載されたと解されるものである。よって、当該部分を含む本件メッセージは全

体として、申立人組合組合員である申立人Ｘ２による申立人組合への加入勧誘の

ためのメッセージであり、本件メッセージの送信が本件グループＬＩＮＥメンバ

ーへなされたものであることから、本件グループＬＩＮＥメンバーに対し、申立

人組合への加入勧誘を行う目的でなされた行為と判断されるものである。 

 したがって、本件メッセージは申立人組合への加入勧誘を目的とする全体とし

て一つの文書であり、本件メッセージの一部をとらえ、懲戒処分として本件処分

を行うことは、申立人組合への加入勧誘行為をした申立人組合組合員である申立

人Ｘ２に対し、制裁を加えることにほかならないのである。加えて、本件メッセ

ージの送信に係る事情聴取に至る前の労使間の状況の存在、本件メッセージに関

する内部通報があった当時、被申立人が本件メッセージの存在を認識せず、被申

立人が懲戒事由として主張する本件メッセージの記載内容が被申立人内に流布し

ていたなどといった状況はうかがえないこと、上記の本件メッセージの送信に係

る事情聴取後の本件処分に至るまでの事情、本件処分が懲戒処分としては重すぎ

ると判断されることを合わせ検討するならば、不当労働行為意思の存在を否定す

ることはできない。 

 

オ 以上のことから、本件処分は、懲戒処分としての減給処分であり、申立人組合

組合員である申立人Ｘ２に対する、同人の身分上及び経済上の観点並びに同人の

組合活動上（申立人組合への加入勧誘）の観点から、不利益取扱いであることは

明らかであり、かつ、本件処分に不当労働行為意思の存在が認められることから、

労組法第７条第１号の不利益取扱いに当たるものと言わざるを得ない。 

 

２ 本件処分が、申立人組合に対する労組法第７条第３号の支配介入に当たるか（争点

１－イ）。 

(1) 申立人らの主張 

 本件処分により、申立人Ｘ２のみならず他の申立人組合組合員も、組合活動がし

づらくなった。活動すること自体が危ない、すなわち、組合活動を行うことで、被

申立人から、自分のみならず他の組合員に対しても再び制裁が加えられることにな

るであろうと感じた。非組合員についても、被申立人からの嫌がらせを恐れ、申立

人組合に加入しにくくなると感じた。実際、本件処分後わずか約３か月間に４名も

の組合員が脱退した。 

 このように、本件処分によって申立人組合の活動は阻害されており、本件処分は

申立人組合に対する支配介入に当たる。 

 

(2) 被申立人の主張 

 被申立人が本件処分の対象としたのは、申立人Ｘ２が虚偽の事実をあたかも真実
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であるかのように本件メッセージを送信し、もって、不特定多数の者が閲覧可能な

状態においた行為であり、その他いかなる行為も処分の対象としていない。 

 そして、被申立人は、本件メッセージの送信に係る調査の過程においても、虚偽

の事実をけん伝することを除いて、申立人らの組合活動を禁止し、制約し、又は萎

縮させる言動を一切していない。 

 そのため、申立人らは、本件処分によってなされたとする支配介入の具体的な内

容を主張立証していない。 

 また、Ａ２組合員は、組合活動として申立人組合への加入勧誘行為をするに当た

って、勧誘のために用いる情報が真実であるか否かは重要であると述べており、虚

偽の事実をあたかも真実であるかのように述べて勧誘行為をすることが正当な組合

活動に当たらないことを、申立人らも認識している。 

 したがって、本件処分は、申立人組合に対する支配介入に当たらない。 

 

(3) 当委員会の判断 

 前記１(3)判断のとおり、本件メッセージは、申立人組合への加入勧誘を内容とす

るものであり、労働組合への加入勧誘行為は労働組合の団結活動そのものである。 

 そして、本件処分に至る過程においては、少なくとも本件グループＬＩＮＥメン

バーやＡ３組合員に対する事情聴取がなされるなど、被申立人の人的規模に照らす

ならば、申立人Ｘ２に対して本件メッセージの送信ゆえに事情聴取がなされている

ことが被申立人内に伝わったことが推測され、その状況のもと、令和２年８月３日、

被申立人は、被申立人従業員に向けて、被処分者の氏名は明記しないものの、同日

付け「懲戒処分の公表について」で、ＬＩＮＥを使用し虚偽及び憶測の内容を含む

情報を複数名の従業員に拡散した行為により、第三者の名誉権を侵害するとともに、

被申立人の名誉を毀損し情報を受信した従業員の被申立人に対する信用・信頼を失

墜させた事案があり、同年７月に減給の懲戒処分を行ったことを公表している。 

 申立人組合への加入勧誘を内容とする本件メッセージを送信したことに対し、送

信者である申立人組合組合員の申立人Ｘ２が本件処分を科されることは、申立人組

合組合員はもちろん、被申立人従業員において、申立人組合への加入や何らかの関

与を行った場合には、被申立人において、事情聴取等の何らかの対応、あるいは本

件処分のような懲戒処分がなされるおそれを抱かせ、ひいては、被申立人従業員が

申立人組合へ加入しない、申立人組合組合員が申立人組合から脱退するなどの申立

人組合の活動・運営を阻害するおそれがあると解されるものである。 

 よって、本件処分は、申立人組合組合員による被申立人従業員に対する申立人組

合への加入勧誘行為に干渉するものであり、申立人組合に対する労組法第７条第３

号の支配介入に当たると判断する。 

 

３ 被申立人の団体交渉における組合員３名に対する評価についての対応が、労組法第

７条第２号の不誠実団交に当たるか（争点２－ア）。 
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(1) 申立人らの主張 

 申立人組合は、被申立人に対し、第１回団体交渉直後から、再三にわたり、マイ

ナス評価に係る文書の交付及び根拠の説明を求めてきた。 

 これに対し、被申立人は、第２回団体交渉において、マイナス評価の前提事実を

羅列するのみで、それがどのようにしてマイナス評価につながったのかについての

説明を行わなかった。また、そもそも、摘示した事実が本当にあったのか否かにつ

いて確認する機会を与えなかった。それにもかかわらず、被申立人は、それで「十

分である」などとした。 

 マイナス評価に係る書面については、第３回団体交渉当日の令和２年８月６日に

なってようやく、人事評価表のみ交付された。そして、人事評価表に基づく説明は

行われなかったため、依然として、申立人組合は、マイナス評価の理由が分からな

かった。 

 加えて、マイナス評価の撤回及びマイナス評価による減額分の支払に関する対応

がなされなかった。 

 

(2) 被申立人の主張 

ア マイナス評価の説明 

 被申立人は、第２回団体交渉において、マイナス評価について詳細に説明を行

った。 

 

イ 不誠実団交についての申立人らの主張に対する反論 

 申立人らは、①マイナス評価について口頭による説明を行い、申立人組合の要

求があっても文書による回答をしなかったこと、②組合員３名の人事評価表を渡

した後、人事評価表について説明をしなかったことが不誠実団交に当たると主張

する。 

 しかしながら、次に述べるとおり、申立人らの主張にはいずれも理由がない。 

(ｱ) ①マイナス評価について口頭による説明を行い、申立人組合の要求があって

も文書による回答をしなかったことについて 

 そもそも、誠実団体交渉義務とは、労働組合の要求や主張に対する回答や

自己の主張の根拠を具体的に説明したり、必要な資料を提示するなどし、ま

た、結局において労働組合の要求に対し譲歩することができないとしても、

その論拠を示して反論するなどの努力をすべき義務である（カール・ツァイ

ス事件：東京地裁判決平成元年９月２２日）。そうであれば、被申立人が申

立人組合の要求のあった根拠の説明を具体的に説明している以上、口頭で説

明したからといって何ら問題になるものではない。口頭で説明した内容につ

いて不明点があればそれに対して質問を重ねればいいだけのことであり、団

体交渉とは「交渉」であるから当然のことである。 

 



- 67 - 

 

(ｲ) ②組合員３名の人事評価表を渡した後、人事評価表の説明をしなかったこと

について 

 使用者が労働組合の要求に応じられない場合に使用者側に求められる対応

は、基本的に労働組合の要求に応じて自己の見解・主張を説明することであ

る。使用者側が労働組合側の要求・主張に対して合意・譲歩できず、その理

由を具体的に説明したのであれば、新たに具体的な提案・主張をして交渉を

次の段階に移行させる役割は、基本的には労働組合が担うべきものである。 

 被申立人は、マイナス評価について詳細に説明を行い、申立人組合は問題

点を把握し、団体交渉後において、申立人組合組合員が仕事を終えてから申

立人組合の事務所において、今後の団体交渉の進め方について協議を行って

いたのである。そうであれば、被申立人から人事評価表を提供された後、人

事評価表について具体的な説明を求めることは容易だったはずであるが、申

立人組合は第４回及び第５回団体交渉において、何ら質問をせず、自ら交渉

を次の段階に進めることを怠った。Ａ２組合員も、自己に対するマイナス評

価の理由が保安業務の件数が少なかったことの一点にあることを理解しなが

ら、問題点について、第３回団体交渉において何ら質問をしていないことを

認めている。 

 また、被申立人は、申立人組合に対し、どこが不満なのか具体的に示すこ

とを要望した。にもかかわらず、申立人組合は、同じ質問を繰り返すだけで、

どこが不満なのか特定して質問することを約しておきながら実行することは

なかった。第３回団体交渉において、申立人組合は、納得できない部分を提

出すると明確に約している。しかしながら、その後も申立人組合は質問した

いと思ったことをまとめたりすることはせず、「納得できない」部分につい

て記載した書面を提出することはしなかった。 

 なお、被申立人は、口頭の説明を踏まえて質問があれば、団体交渉に応じ

る旨を申立人組合に対して明確に回答しているし、Ｂ代表取締役も、申立人

組合から質問が出れば、それに対して答えるつもりはあった旨証言している。 

 したがって、被申立人がマイナス評価について口頭で説明を行っていると

ころ、その後人事評価表について申立人組合から何ら具体的な質問がなされ

ていない以上、被申立人が人事評価表の説明を行わなかったからといって不

誠実団交に当たることはない。 

 

(3) 当委員会の判断 

ア 申立人組合は、被申立人に対し、マイナス評価の理由について、第１回団体交

渉直後から書面での回答を求めていたにもかかわらず、被申立人が、それに応じ

ず、第３回団体交渉当日になって人事評価表のみを交付したにとどまり、かつ、

それに基づく説明を行わなかったこと、加えて、マイナス評価の撤回及びマイナ

ス評価に伴う減額分の支払に関する対応をしなかったことが不誠実団交である旨
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主張する。 

 

イ 申立人組合は、被申立人に対し、マイナス評価の理由について、第１回団体交

渉直後から書面での回答を求めていたが、これに対し、被申立人は、第２回団体

交渉において、口頭で回答・説明した。 

  その内容は、おおむね次のとおりである。 

(ｱ) Ａ４組合員について（乙２３、４頁３５行目から６頁１８行目まで） 

 Ｂ６執行役員は、Ａ４組合員の２０１９年度の評価が「Ｂ－」であったこ

とについて、広報業務の遂行はおおむね良好であったが、①毎年年初にお客

様に対して「お年賀」として特注のＰＲ品を配っているところ、２０１９年

１月配布分の選定に関する対応において、組織の意思決定プロセスを無視す

るような行為があったこと、②広報紙Ｄ４の制作をサポートしていた Ｄ５ 

社との関係を悪化させたこと、③広報課から社長室への異動について、「報

復人事だ」と主張し、Ｂ６執行役員宛に人事評価についてのメールを送信し

たことなどが評価を低減すべき理由であったとした。 

 

(ｲ) Ａ３組合員について（乙２３、７頁２１行目から８頁３９行目まで） 

 Ｂ６執行役員は、Ａ３組合員の２０１９年度の評価が「Ｃ」であったこと

について、①２０１８年１２月（冬）の本人評価として特段の理由なく「Ａ」

評価で提出したこと（評価制度を全面的に否定する行為であり、評価制度へ

の非参加の宣言と受け止め、マイナス評価要素と判断された。）、②業務日

報を全く提出していないこと、③全ての事象は、自分に責任はなく、他の人

に全て責任があるとする「他責の姿勢」などが主な理由であるとした。 

 

(ｳ)  Ａ２組合員について（乙２３、９頁３行目から１０頁２４行目まで） 

 Ｂ代表取締役は、Ａ２組合員の２０１９年度の評価が「Ｂ－」であったこ

とについて、保安改善業務の改善件数が少なかったことが主な理由であると

した。 

 

(ｴ) その後、人事評価のフィードバックやＡ４組合員に係るマイナス評価の理由

の内容等についての質疑応答（乙２３、１０頁から２１頁まで）、Ａ２組合員

に対する７月１６日付け配置転換、退職勧奨の件についての説明がなされた

（乙２３、２３頁から２８頁まで、３５頁から４３頁まで）。また、被申立人

は当時の人事評価制度においては、合意された目標設定を行うことがなかった

など不足していた部分があったことから、新評価制度を導入したことについて

説明した（乙２３、２９頁から３５頁まで）。 

 

ウ 第２回団体交渉終了後、申立人組合及び支部は、被申立人の上記回答について、
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文書での回答がなされなかったことから、文書での回答を求めるとともに、マイ

ナス評価の撤回及びマイナス評価に伴う減額分の支払を求める旨の要求書を提出

した。これに対し、被申立人は、申立人組合及び支部に対し、マイナス評価の理

由に係る要求については、第２回団体交渉において十分に説明していると認識し

ているので応じられない旨回答するとともに、要求を維持する場合には、受け入

れられない点及びその理由を具体的に示すよう求めた。 

  これに対し、申立人組合及び支部からは、上記要求書と同様の要求がなされ、

被申立人による第２回団体交渉時における口頭での説明において、受け入れられ

ない点及びその理由を具体的に指摘することはなかった。なお、第３回団体交渉

当日、被申立人から、人事評価表（甲１９の１から３）が交付されたのみであっ

た。 

  確かに、申立人組合及び支部は、被申立人に対し、第１回団体交渉直後から、

マイナス評価の理由につき、書面での回答を求めていたものであったが、被申立

人がそれに応じなかった事実はある。しかしながら、被申立人は、第２回団体交

渉において、上記の説明をしており、申立人組合側から一定の質疑がなされてい

るものである。被申立人側からは、口頭での説明が行われ、かつ、事前の文書の

提出がなかったため、申立人組合側において質疑の準備に難があったことは否定

しないが、上記の説明は、各申立人組合組合員の個々の具体的事実のため、理解

は困難なものとまでは言えない。現に、Ａ６証人は、団体交渉中に、団体交渉後

の打合せのため、メモを作成していることが認められる（Ａ６証言７５頁から７

６頁まで、甲２４）。 

  そして、被申立人は、文書回答の要求には応じていないものの、申立人組合及

び支部に対し、被申立人が行った口頭での説明を前提に、受け入れられない点及

びその理由を具体的に示すよう求める対応をしていることからも、被申立人の対

応を不誠実団交と言うことはできない。 

 

エ また、申立人組合は、被申立人が、第３回団体交渉当日になって人事評価表の

みを交付したにとどまり、かつ、それに基づく説明を行わなかったこと、加えて、

マイナス評価の撤回及びマイナス評価による減額分の支払に関する対応をしなか

ったことが不誠実団交に当たる旨主張する。 

  しかしながら、第３回団体交渉においては、申立人組合及び支部から申し入れ

られた情報開示（前年度の決算及び給与関係）について、被申立人から説明がな

され、そして、申立人組合から要求のあった賃金関係の引上げについて、被申立

人の現状等を説明の上、本人給、職能給の引上げには応じられないことを回答す

る一方、家族手当の増額については、申立人組合の要求どおり、第２子以降一律

５，０００円に引き上げる旨回答がなされた。その後、マイナス評価に関する件

が話題となったものの、申立人組合は、従前と同様、マイナス評価の理由を文書

で提出することを求め、被申立人が求める具体的な問題点等の指摘はなされなか
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った。そのやり取りにおいて、Ａ４組合員が、「Ａ６さんが納得できない部分、

私たちが納得できない部分」を提出すると述べ、Ａ６書記次長も同意したことか

ら、被申立人側においても、それに応じ、申立人組合から「納得できない部分」

が示されたならば対応する旨応答がなされ、マイナス評価に関する件についての

やり取りが終了した（乙２４、１９頁から２１頁まで）。その後、申立人Ｘ２に

対する本件処分について団体交渉がなされたものであった。 

  以上のとおり、被申立人が、第３回団体交渉当日、人事評価表のみを交付し、

それに基づく説明が行われなかった事実は認められる。しかし、従前までの経過

と同様、マイナス評価の理由について文書での回答を求める申立人組合と、第２

回団体交渉において口頭で説明したことで足りるとし、受け入れられない点及び

その理由を具体的に示すよう求める被申立人の対立があり、そのやり取りにおい

て、Ａ４組合員が、「Ａ６さんが納得できない部分、私たちが納得できない部分」

を提出すると述べたことを契機に、被申立人側においても、それに応じ、マイナ

ス評価に関する件についてのやり取りが終了したことからすれば、当該時点にお

いて、当事者双方において、マイナス評価に関する件については、今後も協議が

継続することの確認がなされたと言うべきである。 

  したがって、被申立人が、第３回団体交渉当日、人事評価表のみを交付し、か

つ、それに基づく説明が行われなかったことをもって、不誠実団交と言うことは

できない。 

 

４ 被申立人の団体交渉における７月１６日付け配置転換についての対応が、労組法第

７条第２号の不誠実団交に当たるか（争点２－イ）。 

(1) 申立人らの主張 

 被申立人は、第２回団体交渉において、７月１６日付け配置転換の業務上の必要

性については「保安課の業務を充実させるため」と、手当の減額による減収につい

ては「本人が拒否したから説明できなかった」とそれぞれ説明した。 

 しかし、保安課の業務は、当該配置転換がなされずとも対応可能であり、配置転

換の必要性はなかった。 

 また、Ａ２組合員は、手当の減額による減収についても、当該配置転換の話があ

ったときに配置転換先での労働条件について再三にわたって確認していたのであ

り、同人が説明を聞くのを拒否していたという事情は一切なかった。 

 このように、事実に反する説明を文書によらず口頭によってのみ行った。そして、

第２回団体交渉における説明が不正確であり、かつ、文書による回答がなかったた

め、申立人組合が継続協議を申し入れるとともに、再度、文書による回答を求めた

にもかかわらず、被申立人はいずれにも応じなかった。 

 

(2) 被申立人の主張 

 被申立人は、第２回団体交渉において、保安の強化のために、技術力があり、前



- 71 - 

 

年度の評価が高かったＡ２組合員が適切であると判断して配置転換を行ったこと、

配置転換に伴い業務主任手当がなくなったこと、手当がなくなったことについて説

明の機会を設けようとしたがＡ２組合員が拒否したので説明をすることができなか

ったことを説明した。 

 

(3) 当委員会の判断 

ア 申立人らは、第２回団体交渉において、７月１６日付け配置転換の業務上の必

要性については「保安課の業務を充実させるため」と、手当の減額による減収に

ついては「本人が拒否したから説明できなかった」という事実に反する説明をし

たこと、これらの説明を、文書によらず口頭によってのみ行ったこと、第２回団

体交渉における説明が不正確であり、かつ、文書による回答がなかったため、申

立人組合が継続協議を申し入れるとともに、再度、文書による回答を求めたにも

かかわらず、被申立人がいずれにも応じなかったことが、不誠実団交である旨主

張する。 

 

イ(ｱ) 申立人組合は、被申立人に対し、７月１６日付け配置転換についても、マイ

ナス評価の件とともに、第１回団体交渉直後から、書面での回答を求めていた

ところ、被申立人は、第２回団体交渉において、口頭で、①保安の強化のため

に技術力があり、前年度の評価が高かったＡ２組合員が適切であると判断して

配置転換を行ったこと、②配置転換に伴い業務主任手当がなくなったこと、③

手当がなくなったことについて説明する機会を設けようとしたが、Ａ２組合員

が拒否したため、説明をすることができなかったことについての回答・説明を

行った（乙２３、９頁２行目から１０頁２４行目まで、２３頁３行目から２７

頁３６行目まで）。 

 

(ｲ) その後、被申立人の説明に対し、質疑応答がなされたものの、当該事項に関

する協議の終了の際、申立人組合は、被申立人に対し、書面での回答を求めた。 

 

ウ 第２回団体交渉終了後、申立人組合及び支部は、被申立人から文書での回答が

なされなかったことから、マイナス評価の件とともに、文書での回答を求める旨

の要求書を提出したところ、被申立人は、申立人組合及び支部に対し、第２回団

体交渉において十分に説明していると認識しているので応じられない旨回答する

とともに、要求を維持する場合には、受け入れられない点及びその理由を具体的

に示すよう求めた。 

  これに対し、申立人組合及び支部からは、上記要求書と同様の要求がなされ、

第２回団体交渉時での被申立人の口頭説明における受け入れられない点及びその

理由を具体的に指摘することはなく、第３回団体交渉に至ったものであった。 
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エ 第３回団体交渉以降の団体交渉において、申立人組合からは、７月１６日付け

配置転換に関する質問もなく、申立人組合の要求書等に対する被申立人からの各

回答書において、要求を維持するならば受け入れられない点及びその理由を具体

的に示すようなどと求められていることに対し、特に書面による回答がなされた

事実はうかがえない。 

 

オ 事前の文書の提出がなかったため、申立人組合側において質疑の準備に難があ

ったことは否定しないが、被申立人は、第２回団体交渉において、前記イ(ｱ)の説

明をしており、申立人組合側から一定の質疑がなされているものである。また、

被申立人の回答内容は、口頭での説明であっても、理解は困難なものとまでは言

えない。 

  そして、被申立人は、第２回団体交渉における口頭での説明・回答で足りると

して、文書での回答には応じていないものの、第２回団体交渉後の申立人組合の

要求に対し、被申立人が行った口頭での説明を前提に、受け入れられない点及び

その理由を具体的に示すよう求める対応をしている。 

  また、第３回団体交渉以降の団体交渉において、申立人組合は、７月１６日付

け配置転換に関する質問をすることもなく、また、要求書等に対する被申立人か

らの各回答書において、要求を維持するならば受け入れられない点及びその理由

を具体的に示すようなどと求められていることに対し、書面で回答した事実もう

かがわれない。 

  以上からすれば、被申立人の７月１６日付け配置転換についての対応が、不誠

実団交と言うことはできない。 

 

５ 本件営業本部会議において、Ｂ２取締役が、「労働組合は悪質だ」、「組合をやめ

るか、会社をやめるか」などと発言した事実があったか否か。あった場合、労組法第

７条第３号の支配介入に当たるか。また、同会議に出席できなかった被申立人従業員

に、同会議のビデオを視聴させたことが、同号の支配介入に当たるか（争点３・４）。 

(1) 申立人らの主張 

 Ｂ２取締役は、本件営業本部会議において、「労働組合は悪質だ」、「組合をや

めるか、会社をやめるか」などと発言した。 

 この発言は、その内容が申立人組合からの脱退を勧奨するものであることは明ら

かであり、よって、当然に不当労働行為（支配介入）に該当するものである。 

 この点、被申立人は、Ｂ２取締役について当該発言があったことは認めていない。 

 しかし、Ｂ代表取締役によれば、本件営業本部会議において、申立人組合や連合

茨城の話があったように記憶しているとのことである。そして、同人によれば、本

件営業本部会議を開催した目的は、営業職従業員の大量退職を受け、被申立人がこ

の事態を乗り切るために一枚岩となって取り組むことを確認する点にあったとのこ

とである。もともと、Ｂ２取締役は申立人組合を敵視しているのであるから、この
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ような目的でなされた会議で申立人組合や連合茨城の話が出てきたとすれば、Ｂ２

取締役が、申立人らが主張する内容の発言をしたことは想像に難くない。 

 もっとも、被申立人は、本件営業本部会議において、Ｂ２取締役が「会社の方針、

会社の処遇に不満、納得のいかない方は会社を去っていただいて結構です。会社の

方針とか処遇に対して賛同して一緒に働いて頂ける人たちとより良い会社を作って

頂きたいということです。」と発言したことを認めている。 

 また、Ｂ代表取締役が配付した１月６日文書の中で、「複数名の営業職が退職と

なりました。このタイミングで会社の方針、考え方を社員の皆さんにお伝えしたい

と思います。」、「結論から先に申し上げますと、会社の方針や処遇に不満及び納

得のいかない方は会社を去って頂いて結構です。」などと記載した事実を認めると

ともに、当該記載にある「会社の方針や処遇に不満及び納得のいかない方」が申立

人組合を指し、よって、当該記載が不当労働行為に該当することも認めている。  

 Ｂ２取締役の本件営業本部会議での発言内容と１月６日文書の内容とは、同趣旨

であり、そのことはＢ代表取締役も認めている。 

 さらに、１月１２日メールにも、本件営業本部会議及び令和３年年頭の社内発信

の結果、同年１月末までに従業員３名が申立人組合を脱退し、この会社でやってい

きたいという意思表示を上司に申し出ている旨の記載があるところ、当該記載内容

に照らせば、本件営業本部会議での話の内容が申立人組合脱退を奨励するものであ

ったことが容易に推認される。 

 以上の事実に照らせば、被申立人自身が、Ｂ２取締役の発言につき、不当労働行

為に該当することを認めていると言えるのである。  

 上記のとおり、Ｂ２取締役は、本件営業本部会議において、「労働組合は悪質だ」、

「組合をやめるか、会社をやめるか」などと発言した。仮に、それと一字一句違わ

ない発言でなかったにしても、少なくとも、不当労働行為に該当する発言はあった。  

 そして、被申立人は、本件営業本部会議に出席できなかった被申立人従業員に対

して、同会議のビデオを視聴させた事実は認めている。 

 よって、当該事実が不当労働行為（支配介入）に該当することは明らかである。 

 なお、Ｂ代表取締役によれば、通常の営業本部会議は、月１回の頻度で開催され

ていたが、同会議の内容を録画したビデオを被申立人従業員に視聴させたケースは

聞いたことがないとのことであり、この点からも、被申立人の組合排除に向けた強

い意思が見て取れるのである。 

 

(2) 被申立人の主張 

 申立人らは、本件営業本部会議において、Ｂ２取締役が「労働組合は悪質だ」、

「組合をやめるか、会社をやめるか」と発言したとし、そして、当該発言が労組法

第７条第３号の支配介入に当たると主張する。 

 しかしながら、Ｂ２取締役が当該発言をした事実はない。Ｂ２取締役は、「会社

の方針、会社の処遇に不満、納得のいかない方は会社を去っていただいて結構です。
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会社の方針とか処遇に対して賛同して一緒に働いて頂ける人たちとより良い会社を

作って頂きたいということです。」と発言したものであり、申立人らの主張するよ

うな発言はしていない。 

 この点、Ａ２組合員は、本件営業本部会議に出席していた営業職従業員数名から、

Ｂ２取締役が「組合は悪だ」、「徹底的に戦って潰す」、「組合に加入している者

はもうやめてもらって結構だ」という発言をしたと直接聞いた旨証言しているが、

当該証言には何ら裏付けとなる客観的な証拠はなく、どういった状況で発言された

かも抽象的であり何ら信用性が認められない。 

 したがって、Ｂ２取締役が当該発言をした事実はなく、当然ながら、支配介入と

なることもない。 

 また、Ｂ２取締役が「労働組合は悪質だ」、「組合をやめるか、会社をやめるか」

と発言したという事実がない以上、本件営業本部会議のビデオを視聴させたことが

支配介入となることはない。 

 

(3) 当委員会の判断 

ア 申立人らは、本件営業本部会議において、Ｂ２取締役が「労働組合は悪質だ」、

「組合をやめるか、会社をやめるか」などと発言したと主張し、Ａ２証人はそれ

に沿う証言及び陳述書の提出を行うものの、Ａ２証人自身は、当該発言を直接、

聴取したものではなく、また、その他両当事者から提出された書証、審問での証

言では、判然としないところである。 

  これに対し、被申立人は、本件営業本部会議において、Ｂ２取締役は「会社の

方針、会社の処遇に不満、納得のいかない方は会社を去っていただいて結構です。

会社の方針とか処遇に対して賛同して一緒に働いて頂ける人たちとより良い会社

を作って頂きたいということです。」と発言した旨主張し、Ｂ代表取締役は、そ

れに沿う供述をするところである（Ｂ証言１４６頁）。 

 

イ 通常の営業本部会議は１年以上前から月１回の頻度で開催されるようになった

ものであったが（Ｂ証言１１８頁から１１９頁まで）、本件営業本部会議は、営

業職従業員の大量退職を受け、被申立人がこの事態を乗り切るために一枚岩とな

って取り組むことを確認する目的で開催されたものであった（同１１５頁）。そ

のため、本件営業本部会議の欠席者に対しても、同会議のビデオを視聴させたこ

とがうかがえる。 

  また、Ｂ代表取締役が被申立人従業員に対し配付した１月６日文書は、同人及

びＢ２取締役が中心となって作成されたものであるが、本件営業本部会議開催の

目的と同趣旨で作成されたものであり（Ｂ証言１４７頁）、同文書には「会社の

方針や処遇に不満及び納得のいかない方は会社を去って頂いて結構です。」と記

載されていた。この記載は、被申立人が、本件営業本部会議におけるＢ２取締役

の発言として主張するものとおおよそ同一内容である。 
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  本件営業本部会議開催の趣旨・目的を踏まえた上で、１月６日文書が作成され、

被申立人従業員に配付されていることからすれば、同会議におけるＢ２取締役の

発言と、１月６日文書における表現が類似することは十分考えられるところであ

る。 

  したがって、本件営業本部会議におけるＢ２取締役の発言は、おおよそ、「会

社の方針、会社の処遇に不満、納得のいかない方は会社を去っていただいて結構

です。会社の方針とか処遇に対して賛同して一緒に働いて頂ける人たちとより良

い会社を作って頂きたい」旨の内容であったと推認することはできるものの、同

会議において、Ｂ２取締役が「労働組合は悪質だ」、「組合をやめるか、会社を

やめるか」などと明確に発言したとの事実までを認定することはできない。 

  申立人ら主張の事実が認定できないことから、申立人らの当該主張を認容する

ことはできない。また、申立人ら主張の事実が認定できないことから、申立人ら

の本件営業本部会議に出席できなかった被申立人従業員に対して同会議のビデオ

を視聴させた事実が支配介入に当たる旨の主張を認容することはできない。 

  ただし、前述のとおり、上記のＢ２取締役の発言は、１月６日文書に記載され

た内容と同趣旨であると判断され、他方、１月６日文書を配付したことについて、

被申立人は、事実であり、当該行為が不当労働行為であると認めるとともに、 

Ｂ代表取締役も、被申立人従業員に対し配付した１月６日文書における「会社の

方針や処遇に不満及び納得のいかない方は会社を去っていただいて結構です。」

との部分については、問題があったことを率直に認めている（Ｂ証言１４５頁か

ら１４６頁まで）。 

  Ｂ２取締役の発言内容が上記のとおりとしても、本件の経緯からして、被申立

人従業員や申立人組合組合員が「会社の方針、会社の処遇に不満、納得のいかな

い方は会社を去っていただいて結構」とされる「会社の方針、会社の処遇に不満、

納得のいかない方」を被申立人従業員である組合員を指すものとして受け止める

ことは否定できないのであって、当委員会は、取締役の立場にある者の発言とし

ては、不適切であることを指摘する。 

 

６ Ｂ代表取締役が被申立人従業員に対し１月６日文書を配付したこと、Ｂ２取締役が 

Ｂ代表取締役、役員及び管理職ら合計２１名に対し１月１２日メールを送信したこと

並びにＢ２取締役がＢ代表取締役、役員、管理職を含む従業員ら合計２８名に対し１

月２７日メールを送信したことが、労組法第７条第３号の支配介入にそれぞれ当たる

か（争点５－ア、イ、ウ）。 

(1) 申立人らの主張 

 Ｂ２取締役の発言やメールは、最終的に申立人組合を壊滅させることを目的とし

て、申立人組合所属に関する調査、申立人組合組合員への脱退工作、申立人組合組

合員を無視することなどの不利益を課すことを指示するものである。  

 そして、Ｂ代表取締役もこれらのメールを受領するのみならず、それに沿った内



- 76 - 

 

容の文書を被申立人従業員に対して発している。このことは、１月１２日メールで

「昨年末の営業本部会議での話、年頭の社内発信を行った結果」として複数の申立

人組合組合員が抜けたとしていることからも分かる。 

 これらが、申立人組合に対する支配介入であることは明らかである。 

 

(2) 被申立人の主張 

 被申立人の次の各行為及び各行為が支配介入に当たることについては、争うもの

ではない。 

ア Ｂ代表取締役が、被申立人従業員に対し、１月６日文書を配付したこと。  

イ Ｂ２取締役が、Ｂ代表取締役、役員及び管理職ら合計２１名に対し、１月１２

日メールを送信したこと。  

ウ Ｂ２取締役が、Ｂ代表取締役、役員、管理職を含む従業員ら合計２８名に対し、

１月２７日メールを送信したこと。 

 

(3) 当委員会の判断 

 Ｂ代表取締役が被申立人従業員に対し１月６日文書を配付したこと、Ｂ２取締役

がＢ代表取締役、役員及び管理職ら合計２１名に対し１月１２日メールを送信した

こと並びにＢ２取締役がＢ代表取締役、役員、管理職を含む従業員ら合計２８名に

対し１月２７日メールを送信したことについては、当事者間に争いがなく、当該各

行為が支配介入に当たることは被申立人も認めるところである。 

ア １月６日文書について 

 １月６日文書には、「複数名の営業職が退職となりました。このタイミングで

会社の方針、考え方を社員の皆さんにお伝えしたいと思います。」、「結論から

先に申し上げますと、会社の方針や処遇に不満及び納得のいかない方は会社を去

って頂いて結構です。」などと記載されているが、Ｂ代表取締役が配付した文書

に記載されたものであることも踏まえれば、申立人組合及び支部にとっては、被

申立人と考えが異なる者を排除することを表明しているものとも言え、当該発言

は自身らに向けられたものと受け止めたことは想像に難くなく、申立人組合及び

支部の運営活動を妨害し、ひいては、これを弱体化させるおそれの高い行為であ

ると評価することができる。さらには、被申立人は、Ｂ代表取締役が１月６日文

書を配付したことは事実であり、支配介入であることを争うものではないとして

いることから、当該行為は、支配介入であると判断する。 

 

イ １月１２日メールについて 

 １月１２日メールは、「ユニオンに対する現状認識について（情報共有と依頼

事項）」と題され、Ｂ代表取締役、役員及び管理職ら合計２１名に対し送信され

たものであるが、当該メールには、「昨年末の営業本部会議での話、年頭の社内

発信を行った結果」としての申立人組合の脱退状況が記載されるとともに、管理
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職らに対し、特定者の申立人組合の所属に関する調査を求め、確認前にＢ２取締

役に対処方法の確認を行うことを求める旨の記載がなされている。加えて、申立

人Ｘ２や申立人組合組合員については、仕事以外は無視するべきであり、会社の

仲間ではない旨の記載がなされている。まさに組合の弱体化に向け、申立人組合

所属に関する調査、組合脱退工作と思われる対処方法の確認、申立人組合組合員

に対する無視について、依頼ないし指示を内容としているものと言わざるを得な

い。 

 被申立人は、１月１２日メールについて、Ｂ２取締役が送信したものであるこ

とは事実であり、当該メールの送信が支配介入であることを争うものではないと

していることから、当該メールの送信は、支配介入であると判断する。 

 

ウ １月２７日メールについて 

 １月２７日メールは、Ｂ代表取締役、役員、管理職を含む従業員ら合計２８名

に対し送信されたものであり、当該メールには、Ａ５組合員について、申立人組

合の問題児であったとし、会社を辞めても、「ユニオンを通して言ってくる可能

性はあります。悪質なユニオンなので、加担する可能性は少なからずあり得ます」

とし、さらに、「取りあえず辞めてもらうことを優先しましょう。会社を一日で

も早く正常化することを優先しましょう。」として、同人の退職を勧めるべく、

申立人組合組合員の被申立人からの退職による排除を意図していることがうかが

える記載がなされていると言わざるを得ない。 

 被申立人は、１月２７日メールについて、Ｂ２取締役が送信したものであるこ

とは事実であり、当該メールの送信が支配介入であることを争うものではないと

していることから、当該メールの送信は、支配介入であると判断する。 

 

７ 救済方法について 

 上記判断のとおり、申立人Ｘ２に対する本件処分、Ｂ代表取締役が被申立人従業員

に対し１月６日文書を配付したこと、Ｂ２取締役がＢ代表取締役、役員及び管理職ら

合計２１名に対し１月１２日メールを送信したこと並びにＢ２取締役がＢ代表取締

役、役員、管理職を含む従業員ら合計２８名に対し１月２７日メールを送信したこと

は不当労働行為であり、それらの救済方法としては、主文のとおり命じることとする。 

 

８ 最後に 

 付言するに、本件申立て後、Ｂ代表取締役が被申立人従業員に対し１月６日文書を

配付したこと、Ｂ２取締役がＢ代表取締役、役員及び管理職ら合計２１名に対し１月

１２日メールを送信したこと並びにＢ２取締役がＢ代表取締役、役員、管理職を含む

従業員ら合計２８名に対し１月２７日メールを送信したことの各行為がなされ、その

間、申立人組合組合員の退職、申立人組合からの脱退に至るなどした状況がある。当

委員会としては、今後の労使関係を深く憂慮するものである。 
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 両当事者間の労使紛争は、主として、被申立人において、労働組合及び労働組合活

動についての理解が不十分であることが原因であると当委員会は思料する。そもそも、

労組法は、労働者が使用者との交渉において対等の立場に立つことを促進することに

より労働者の地位を向上させることなどを目的として制定されたものであるから、被

申立人はその趣旨を十分理解し、将来にわたり円滑で円満な労使関係が築かれるよう

強い自覚を要請するものである。 

 

第４ 法律上の根拠 

 以上の次第であるから、当委員会は、労組法第２７条の１２及び労働委員会規則第４

３条を適用して、主文のとおり命令する。 

 

令和４年１０月２０日 

 

茨城県労働委員会      

会 長 木島 千華夫   
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別紙１ 

年 月 日  

 

Ｘ組合 執行委員長  Ａ 殿 

Ｘ２ 殿 

 

  Ｙ株式会社      

代表取締役 Ｂ   

 

当社が行った下記行為は、茨城県労働委員会において、労働組合法第７条第１号及び同

条第３号に該当する不当労働行為であると認定されました。 

つきましては、今後、このような行為を繰り返さないようにいたします。 

 

記 

 

１ Ｘ２に対し、令和２年７月３１日付け懲戒処分（減給）をしたこと。 

２ 組合員による従業員に対する組合への加入勧誘行為に干渉し、組合の結成・運営に支

配介入したこと。 

３ 組合所属に関する調査、組合脱退工作、組合員に対する無視、退職勧奨等不利益を課

すことにより組合の存立・運営に支配介入したこと。 

（注：年月日は文書交付の日及び文書掲示の日を記載すること。） 
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別紙２ 

陳 謝 文 

 

Ｘ組合 執行委員長 Ａ 殿 

Ｘ２ 殿 

 

Ｙ株式会社     

代表取締役 Ｂ   

 

 当社が行った下記行為は、茨城県労働委員会において、労働組合法第７条１号、第２号

及び第３号に該当する不当労働行為であると認定されました。 

 つきましては、これらの行為について、貴殿らに陳謝するとともに、今後、このような

行為を繰り返さないようにいたします。 

 

記 

 

１ Ｘ２に対し、令和２年７月３１日付け懲戒処分（減給）をしたこと。 

２ Ｘ２に対して上記懲戒処分をすることにより、組合の運営に支配介入したこと。 

３ 組合員による従業員に対する組合加入の勧誘行為に干渉し、組合の結成・運営に支配

介入したこと。 

４ 申立人組合との団体交渉において、申立人組合が説明を求めた事項に対し、書面を提

示するなど具体的かつ明確に説明し、誠実に対応しなかったこと。 

５ 組合所属に関する調査、組合脱退工作、組合員に対する無視、退職勧奨等不利益を課

すことにより組合存立・運営に支配介入したこと。 
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別紙３ 

（省略） 

別紙４ 

【被申立人の就業規則のうち懲戒処分に係る規定】 

 

 （働く上での禁止事項） 

第 56 条 会社で働く以上、周囲に気を配り協調が求められるため、上司や同僚に迷惑をか

ける言動や行為は厳禁とする。会社で働く約束事として、働く上での禁止事項につ

いて具体的に定める。 

【禁止事項】 

（１）～（５）（略） 

（６）会社の秩序を乱す行為 

（７）、（８）（略） 

（９）会社の名誉を汚し、信用を失墜させるような言動 

（10）～（26）（略） 

 

 （ソーシャルメディアの適正利用） 

第 70 条 ＳＮＳ（Ｆａｃｅｂｏｏｋ、ｍｉｘｉ、Ｔｗｉｔｔｅｒ、ＬＩＮＥなど）、電子

掲示板、ブログなどの情報共有サイトを利用して、ユーザーが相互にコミュニケー

ションを行うことのできる情報伝達媒体の利用すること自体について、会社は当然

に禁止しない。ただし、勤務時間中に私用で行うことは禁止とし、次の基本原則を

理解し、勤務時間外でも遵守しなければならない。 

（略） 

２ 従業員がソーシャルメディアを利用する場合、次の情報を発信してはならない。 

（１）、（２）（略） 

（３）会社または第三者の権利を侵害する情報 

（４）（略） 

（５）会社に対する誹謗中傷、虚偽、憶測の内容を含む情報 

 

 （懲戒事由と適用） 

第 77 条 従業員が次のいずれかに該当する場合には、その程度に応じて厳重注意、減給、

出勤停止、昇給停止および降格に処分するものとする。ただし、行為の程度が著し

く重い場合、または繰り返し処分を受けた場合には、諭旨退職、懲戒解雇に処する

場合もある。 

（１）～（６）（略） 

（７）不正、不義の行為により、会社の名誉、信用を損なう行為があったとき 

（８）～（11）（略） 
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（12）法令または会社の定める諸規程に違反した場合であって、その事案が軽微な

場合 

（13）その他、前各号に準ずる非行行為、秩序違反があったとき 

 

 （懲戒の手続） 

第 79 条 会社が懲戒を行うときは、処分の内容、理由、懲戒の事由等を懲戒処分通知書で

従業員に通知する。 

（略） 

【甲 14、乙２、乙 28】 
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第５章 労働組合の資格審査 

 

１ 概  況 

令和４年の取扱件数は、前年からの繰越し４件及び新規申請８件の計12件であった。 

なお、最近５年間における取扱件数は、次表のとおりである。 

 

年別取扱件数 

 
30 元(31) ２ ３ ４ 

前年からの繰越件数（①）  3  2  1 3 4 

新 規 申 請 件 数 （ ② ）  8 －  8 5 8 

申

請

事

由

別 

不 当 労 働 行 為  2 －  2 － － 

法 人 登 記  1 －  1 4 2 

労働者委員候補者推薦  5 －  5 1 4 

労 働 協 約 拡 張 適 用 － － － － 2 

計 （ ① ＋ ② ） 11  2  9 8 12 

終 結 件 数 （ ③ ）  9  1  6 4 11 

終

結

状

況

別 

適 合 決 定  6  1  6 3 10 

不 適 合 決 定 － － － － － 

打 切 り  3 － － 1 － 

取 下 げ － － － － 1 

翌 年 へ の 繰 越 件 数 

｛（ ① ＋ ② ） － ③ ｝ 
 2  1  3 4 1 

区分 
年 
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２ 申請の概要 

令和４年 労働組合資格審査取扱状況一覧表 

年 番 号 
申 請 

年 月 日 
申 請 事 由 

終 結 

年 月 日 

終 結 

状 況 

所 要 

日 数 

補 正 

勧 告 

令２(資)１ ２.２.14 
不 当 労 働 行 為 

救 済 申 立 て 
    

令２(資)８ ２.11.16 〃 ４.７.21 適 合 613 日 ― 

令３(資)４ ３.９.２ 法 人 登 記 ４.３.22 取 下 202 日 ― 

令３(資)５ ３.12.14 〃 ４.１.20 適 合 38 日 ― 

令４(資)１ ４.３.22 〃 ４.４.21 適 合 31 日 ― 

令４(資)２ ４.５.10 〃 ４.５.19 適 合 10 日 ― 

令４(資)３ ４.７.８ 
労 働 協 約 の 

拡張適用申立て 
４.７.21 適 合 14 日 ― 

令４(資)４ ４.７.８ 〃 ４.７.21 適 合 14 日 ― 

令４(資)５ ４.９.20 
労 働 者 委 員 

候 補 者 推 薦 
４.10.20 適 合 31 日 ― 

令４(資)６ ４.９.20 〃 ４.10.20 適 合 31 日 ― 

令４(資)７ ４.９.20 〃 ４.10.20 適 合 31 日 ― 

令４(資)８ ４.10.19 〃 ４.10.20 適 合 ２日 ― 

 



 

- 88 - 

 

第６章 地方公営企業等の労働関係に関する法律 

    第５条第２項の規定に基づく非組合員の 

範囲の認定及び告示 
 

  令和４年中の申出はなかった。 
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第７章 再審査事件 
 

１ 概  況 

令和４年に当委員会の命令を不服として中央労働委員会に係属した再審査事件は、前

年からの繰越し１件であり、令和５年に繰り越された。 

 

２ 事件の概要 

 令和４年 再審査係属事件一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８章 行政訴訟事件 

 

令和４年中の係属事件はない。 

 

再 審 査
事 件 番 号

・
業 種

再 審 査
申 立
年 月 日

終 結
年 月 日
（終結状況）

初 審
事 件 番 号

申 立
年 月 日

終 結
年 月 日
（ 終 結 状 況 ）

① 令 和 元 年
( 不 再 ) 第 55 号
業種：教育、学習支 援業

令和元年
10月28日

茨 労 委
平 成 29 年
( 不 ) 第 １ 号
平 成 30 年
( 不 ) 第 ２ 号

平成29年
９月６日

平成30年
４月19日

令和元年
10月16日

命令書写交付
（一部救済）



- 90 - 

 

第９章 労働協約の地域的拡張適用 
 

１ 概  況 

令和４年に労働組合法第18条の規定に基づく労働協約の地域的拡張適用の申立てが

１件あり、令和５年も調査を継続中である。 

 

２ 申立ての概要等 

  令和４年７月28日、２労働組合（小売業）が連名で、茨城県知事に対し、労働組合法

第18条の規定に基づく労働協約の地域的拡張適用の申立てを行った。同年８月17日、申

立てを受けた茨城県知事から労働委員会に対して決議が求められた。 

  労働委員会では、令和４年８月18日の総会において、労働委員会規則第５条第５項の

規定に基づき、公労使委員各２名をもって構成する小委員会を設置し、調査することと

した。 

  この小委員会は、令和４年中に計５回開催され、調査が行われた。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 



〔資　料〕

第１表　調整事件処理状況一覧表

（昭21.５～令４.12）

21年 31年 41年 51年 61年 ８年 18年 28年～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

30年 40年 50年 60年 ７年 17年 27年 ４年

申 請 件 数 142 180 173 138 55 60 67 13 828

規 則 65 Ⅱ － － 1 － 1 3 12 － 17

取 下 げ 8 11 30 19 10 10 12 － 100

解 決 123 139 83 77 32 38 25 8 525

打 切 り 10 31 59 42 11 10 18 2 183

打切り(不参加） 1 1

移 管 － － － － － － － － －

翌 年 へ 繰 越 し 1 － － 1 1 － － 2

申 請 件 数 17 3 2 － 2 2 1 － 27

規 則 70 Ⅱ － － － － － － － － －

取 下 げ 3 1 1 － － － － － 5

解 決 10 1 － － 1 1 1 － 14

不 調 打 切 り 3 1 1 － 1 1 － － 7

移 管 1 － － － － － － － 1

申 請 件 数 － － 1 － － － － － 1

規 則 79 － － － － － － － － －

取 下 げ － － 1 － － － － － 1

裁 定 － － － － － － － － －

打 切 り － － － － － － － － －

移 管 － － － － － － － － －

159 183 176 138 57 62 68 13 856

（注１）「翌年へ繰越し」とは、集計期間の最終年から翌年へ繰り越した数である。

（注２）　被申請者の不参加により不開始又は打切りとなったあっせん事件は、平成
　　　　28年８月18日より前に申請があったものについては「規則65Ⅱ」に、同日以
　　　　降に申請があったものについては、手続の見直しにより「打切り（不参加）」
　　　　に計上している。

    　　　期間別

区分

計

あ

っ

せ

ん

調

停

仲

裁

合 計
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第２表　主要要求事項別調整事件数

（昭21.５～令４.12）

21年 31年 41年 51年 61年 ８年 18年 28年～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

30年 40年 50年 60年 ７年 17年 27年 ４年

－ 1 1 5 12 7 3 1 30

20 7 3 1 3 － － 1 35

1 － 7 3 1 2 5 1 20

賃 金 増 額 39 92 74 31 16 6 1 1 260

一 時 金 25 29 33 35 17 9 4 1 153

諸 手 当 － 4 4 4 － 2 － － 14

そ の 他 賃 金 に
関 す る も の 16 5 － 12 5 8 6 2 54

退 職 金 ・ 年 金 9 － 4 4 1 2 － 1 21

解 雇 及 び
休 業 手 当 2 1 － 2 － 1 － － 6

労 働 時 間 － － 1 1 － 2 1 － 5

休 日 ・ 休 暇 － 1 1 1 1 3 2 1 10

作 業 方 法
の 変 更 － － － － － － － － －

定 年 制 － － － － － － 1 － 1

そ の 他 の
労 働 条 件 2 － － 1 2 2 1 － 8

事 業 休 廃 止
・ 操 短 等 13 3 1 1 1 － － － 19

企 業 合 併
・ 営 業 譲 渡 － － － － － － － － －

人 員 整 理 5 1 3 5 － － 1 － 15

配 置 転 換 － － － 6 1 6 5 1 19

解 雇 16 21 5 7 － 12 13 1 75

そ の 他 の
経 営 人 事 6 2 6 3 － － 2 1 20

－ － － － － － － － －

4 16 28 38 19 45 37 5 192

－ － － 3 1 1 － － 5

1 － 5 3 － 7 8 1 25

159 183 176 166 80 115 90 18 987

（注）　昭和56年以降の欄の合計及び計欄の合計は、申請事項が２項目以上あるため、

 第１表・第３表の各表の合計と一致しない。
　 なお、昭和55年以前については、主な申請事項を件数として計上したものである。

事 前 協 議 制

そ の 他

合 計

給
与
以
外
の
労
働
条
件

経

営

又

は

人

事

福 利 厚 生

団 交 促 進

         　期間別

要求事項

計

組 合 承 認
・ 組 合 活 動

協 約 締 結 ・ 改 定

協 約 効 力 ・ 解 釈

賃

金

等
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第３表　調整事件業種別一覧表

（昭21.５～平14.12）

21年 31年 41年 51年 61年 ８年～ ～ ～ ～ ～ ～

30年 40年 50年 60年 ７年 14年

2 － － － － － 2

17 4 2 1 － － 24

4 2 2 － － － 8

食 料 品 8 12 4 4 4 1 33

繊 維 ・ 衣 服 5 14 9 2 － － 30

木 材 ・ 木 製 品
・ 家 具 等 4 2 9 1 － － 16

出 版 ・ 印 刷 5 1 － － － 2 8

化 学 3 2 2 1 － － 8

窯 業 ・ 土 石 3 5 2 － 1 1 12

鉄鋼・非鉄金属
・ 金 属 3 2 2 1 － － 8

一般機械器具 29 22 17 3 1 － 72

電気機械器具 7 2 5 5 5 1 25

精密機械器具 － － － 2 － － 2

上 記 以 外 の
製 造 業 4 2 18 4 2 3 33

－ － － － － － －

道路旅客運送業 39 35 26 22 5 3 130

道路貨物運送業 9 14 6 10 7 5 51

上 記 以 外 の
運 輸 ・ 通 信 業 － － － － － － －

6 7 7 10 1 2 33

3 13 6 14 3 － 39

－ － － － － － －

協 同 組 合 － － － 7 6 2 15

医 療 、 保 健
及 び 清 掃 業 2 7 8 5 12 10 44

教 育 － － － 22 8 12 42

上 記 以 外 の
サ ー ビ ス 業 3 33 42 19 2 6 105

3 4 3 2 － － 12

－ － 6 3 － － 9

159 183 176 138 57 48 761

分 類 不 能

合 計

公 務

不 動 産 業

サ
ー
ビ
ス
業

電気・ガス・水道業

運
輸
・
通
信
業

卸 売 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

建 設 業

製
　
　
　
造
　
　
　
業

農 林 水 産 業

鉱 業

　　　　　　　期間別

業種別

計
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（平15.1～平20.12） （平21.1～令４.12）
15年 18年 21年 28年～ ～ ～ ～

17年 20年 27年 ４年

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － 3 － 3

食 料 品 － － － 食 料 品 2 － 2

繊 維 ・ 衣 服 － － － 繊 維 － － －

木 材 ・ 木 製 品
・ 家 具 等 － － －

木 材 ・ 木 製 品
・ 家 具 等 － － －

印 刷 関 連 － － － 印 刷 関 連 － － －

化 学 － 1 1 化 学 － － －

窯 業 ・ 土 石 － － － 窯 業 ・ 土 石 1 － 1

鉄鋼・非鉄金属
・ 金 属 1 － 1

鉄鋼・非鉄金属
・ 金 属 － － －

一般機械器具 1 － 1 はん用機械器具 － － －

電気機械器具 － － － 生産用機械器具 － － －

精密機械器具 － － － 業務用機械器具 － － －

上 記 以 外 の
製 造 業 － 1 1

上 記 以 外 の
製 造 業 4 － 4

－ － － － － －

－ 1 1 1 － 1

道路旅客運送業 1 1 2 道路旅客運送業 3 1 4

道路貨物運送業 － 2 2 道路貨物運送業 4 2 6

上 記 以 外 の
運 輸 業 1 1 2

上 記 以 外 の
運 輸 業 2 2 4

－ 1 1 郵 便 業 － － －

－ － － 8 － 8

－ 1 1 1 － 1

－ － － 1 － 1

4 4 8 2 － 2

5 3 8 3 － 3

－ － － － － －

1 2 3 8 3 11

－ 1 1 2 5 7

－ － － 1 － 1

14 19 33 3 － 3

－ － －

－ － －

49 13 62

（注）　平成15年１月及び平成21年１月に業種分類が一部変更された。

公 務

分 類 不 能

合 計

公 務 医 療 、 福 祉

分 類 不 能 複合サービス事業

合 計 サ ー ビ ス 業

宿 泊 業 、
飲 食 サ ー ビ ス 業

複合サービス事業 生活関連サービス業、
娯 楽 業

サ ー ビ ス 業 教育、学習支援業

金 融 ・ 保 険 業 卸 売 業 、 小 売 業

不 動 産 業 金 融 業 、 保 険 業

飲 食 店 、 宿 泊 業
不 動 産 業 、
物 品 賃 貸 業

医 療 、 福 祉 学 術 研 究 、
専門・技術サービス業

教育、学習支援業

電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

情 報 通 信 業 情 報 通 信 業

運
輸
業

運
輸
業
、
郵
便
業卸 売 ・ 小 売 業

鉱 業 鉱 業 、 採 石 業 、
砂 利 採 取 業

建 設 業 建 設 業

製
　
　
　
造
　
　
　
業

製
　
　
　
造
　
　
　
業

　　　　　　　期間別

業種別

　
計

　　　　　　　期間別

業種別

　
計

農 ・ 林 ・ 漁 業 農 ・ 林 ・ 漁 業
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第４表　個別的労使紛争に係るあっせん事件処理状況一覧表

（平13.10～令４.12）
13年 18年 28年～ ～ ～

17年 27年 ４年

21 30 26 77

8 21 3 32

2 3 1 6

6 5 7 18

5 － 3 8

11 11

－ 1 2

（注１）　「翌年へ繰越し」とは、期間の最終年から翌年へ繰り越した数である。

第５表　主要要求事項別個別的労使紛争に係るあっせん事件数

（平13.10～令４.12）

13年 18年 28年～ ～ ～

17年 27年 ４年

解 雇 7 15 8 30

配置転換等 － 2 － 2

復 職 1 1 － 2

退 職 8 3 2 13

そ の 他 2 1 － 3

賃 金 未 払 3 1 1 5

賃 金 増 額
・ 減 額

1 1 1 3

退職一時金 8 1 2 11

解 雇 手 当 2 2 － 4

そ の 他 2 4 3 9

2 6 1 9

－ 4 17 21

5 5 1 11

41 46 36 123合 計

計

         　期間別

要求事項

計

翌 年 へ 繰 越 し

経

営

又

は

人

事

賃

金

等

労 働 条 件 等

職場の人間関係

そ の 他

打切り（不参加）

（注２）　被申請者の不参加により不開始又は打切りとなった事件は、平成28年８月18
　　　　日より前に申請があったものについては「不開始」に、同日以降に申請があっ
　　　　たものについては、手続の見直しにより「打切り（不参加）」に計上してい
　　　　る。

打 切 り

　　　　　期間別

区分

解 決

申 請 件 数

不 開 始

取 下 げ
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第６表　個別的労使紛争に係るあっせん事件業種別一覧表

（平15.1～平20.12） （平21.1～令４.12）

13年 15年 18年 21年 28年～ ～ ～ ～ ～
14年 17年 20年 27年 ４年

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ 4 － 4 2 3 5

食 料 品 － 食 料 品 1 － 1 食 料 品 － 1 1

繊 維 ・ 衣 服 － 繊 維 ・ 衣 服 － － － 繊 維 － － －

木 材 ・ 木 製 品
・ 家 具 等 －

木 材 ・ 木 製 品
・ 家 具 等 － － －

木 材 ・ 木 製 品
・ 家 具 等 － － －

出 版 ・ 印 刷 1 印 刷 関 連 － － － 印 刷 関 連 － － －

化 学 － 化 学 － － － 化 学 － － －

窯 業 ・ 土 石 － 窯 業 ・ 土 石 － － － 窯 業 ・ 土 石 － － －

鉄 鋼 ・ 非 鉄 金 属
・ 金 属 －

鉄 鋼 ・ 非 鉄 金 属
・ 金 属 6 － 6

鉄 鋼 ・ 非 鉄 金 属
・ 金 属 － － －

一般機械器具 － 一 般 機械 器具 － － － は ん 用 機 械 器 具 － － －

電気機械器具 － 電 気 機械 器具 － － － 生 産 用 機 械 器 具 － － －

精密機械器具 － 精 密 機械 器具 － － － 業 務 用 機 械 器 具 3 － 3

上 記 以 外 の
製 造 業 1

上 記 以 外 の
製 造 業 － － －

上 記 以 外 の
製 造 業 1 4 5

－ － － － － 1 1

道路旅客運送業 － － － － － － －

道路貨物運送業 1 道路旅客運送業 － 1 1 道路旅客運送業 － － －

上 記 以 外 の
運 輸 ・ 通 信 業 － 道路貨物運送業 2 － 2 道路貨物運送業 1 － 1

－
上 記 以 外 の
運 輸 業 － 1 1

上 記 以 外 の
運 輸 業 － － －

－ － 3 3 郵 便 業 － － －

－ 1 1 2 2 5 7

協 同 組 合 － － － － － － －

医 療 、 保 健
及 び 清 掃 業 － － － － － 2 2

教 育 － － 3 3 1 1 2

上 記 以 外 の
サ ー ビ ス 業 1 1 － 1 1 － 1

－ 1 － 1 － － －

－ 1 － 1 1 1 2

4 － － － 2 5 7

－ － － － － －

17 9 26 6 3 9

1 － 1

－ － －

21 26 47

　
計

（注）　平成15年１月及び平成21年１月に業種分類が一部変更された。

（平13.10～平14.12）

公 務

サ

ー

ビ

ス

業

不 動 産 業

合 計

サ ー ビ ス 業

公 務

分 類 不 能

分 類 不 能 サ ー ビ ス 業 教育、学習支援業

合 計 公 務 医 療 、 福 祉

分 類 不 能 複合サービス事業

合 計

教育、学習支援業
宿 泊 業 、
飲 食 サ ー ビ ス 業

複合サービス事業 生活関連サービス業、
娯 楽 業

卸 売 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業 卸売業 、小売業

不 動 産 業 金 融 業 、 保 険 業

運
輸
業
、

郵
便
業

飲 食 店 、 宿 泊 業
不 動 産 業 、
物 品 賃 貸 業

医 療 、 福 祉

電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

運
輸
・
通
信
業

情 報 通 信 業 情 報 通 信 業

運

輸

業

学 術 研 究 、
専門・技術サービス業

金 融 ・ 保 険 業

建 設 業 建 設 業 建 設 業

製
　
　
　
造
　
　
　
業

製
　
　
　
造
　
　
　
業

製
　
　
　
造
　
　
　
業

電気・ガス・水道業
電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

卸 売 ・ 小 売 業

農 ・ 林 ・ 漁 業 農 ・ 林 ・ 漁 業

鉱 業 鉱 業 鉱 業 、 採 石 業 、
砂 利 採 取 業

　　　　　期間別

業種別

　　　　　期間別

業種別

　
計

　　　　  期間別

業種別

農 林 水 産 業
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第７表　不当労働行為事件処理状況一覧表

(昭22.5～令４.12)
期間別 22年 31年 41年 51年 61年 ８年 18年 28年

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

計

区分 30年 40年 50年 60年 ７年 17年 27年 ４年

27 36 77 35 28 56 34 9 302

－ 2 － － － － 1 － 3

2 － 6 5 3 1 4 － 21

－ 1 9 5 4 11 5 5 40

1 － － － 1 1 2 1 6

3 23 8 5 － 22 3 － 64

16 3 32 17 12 20 10 3 113

5 6 14 9 4 5 10 1 54

－ 1 9 3 7 3 2 1

（注１）　「翌年へ繰越し」とは、期間の最終年から翌年へ繰り越した数である。

（注２）　和解の区分について

　平成17年までは、「自主和解」と「関与和解」に区分していたが、平成18年から

は、「無関与和解」と「関与和解」に区分することとした。

　「無関与和解」とは、自主和解及び労働委員会以外の第三者（裁判所等）の関与

による和解をいう。「関与和解」とは、労働委員会の関与による和解をいい、当委

員会における関与和解のほか中央労働委員会の関与により和解した事件を含む。

関 与

取 下 げ

翌 年 へ 繰 越 し

申 立 件 数

却 下

全 部 救 済

一 部 救 済

棄 却

和
　
解

命
　
令

無 関 与
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第８表　不当労働行為事件業種別一覧表

 （昭22.5～平14.12）

22年 31年 41年 51年 61年 ８年～ ～ ～ ～ ～ ～

30年 40年 50年 60年 ７年 14年

－ － 3 － － － 3

6 3 2 1 － － 12

－ － － － － － －

食 料 品 1 3 3 4 1 2 14

繊 維 ・ 衣 服 1 1 1 － － － 3

木 材 ・ 木 製 品
・ 家 具 等 － － 9 1 － － 10

出 版 ・ 印 刷 － － － － － － －

化 学 － － － 1 － － 1

窯 業 ・ 土 石 － － 1 1 1 － 3

鉄 鋼 ・ 非 鉄 金 属
・ 金 属 － － 1 － 1 － 2

一般機械器具 3 5 4 － 1 － 13

電気機械器具 4 2 5 6 5 12 34

精密機械器具 － － 5 3 － 2 10

上 記 以 外 の
製 造 業 － － 5 － 2 2 9

－ － － － － 1 1

道路旅客運送業 3 6 11 3 － 10 33

道路貨物運送業 2 2 3 1 － 3 11

上 記 以 外 の
運 輸 ・ 通 信 業 － － － 1 5 2 8

－ 6 2 1 － 1 10

－ 1 － 2 － － 3

－ － － － － － －

協 同 組 合 － － 1 － 1 － 2

医 療 、 保 健
及 び 清 掃 業 1 1 － 2 4 1 9

教 育 － 3 12 4 5 6 30

上 記 以 外 の
サ ー ビ ス 業 － 1 2 2 2 1 8

6 2 5 1 － 2 16

－ － 2 1 － － 3

27 36 77 35 28 45 248

　　　　　　　期間別

業種別

計

農 林 水 産 業

鉱 業

建 設 業

合 計

サ
ー
ビ
ス
業

公 務

分 類 不 能

製
　
　
　
造
　
　
　
業

卸 売 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

運
輸
・
通
信
業

電気・ガス・水道業
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（平15.1～平20.12） （平21.1～令4.12）
15年 18年 21年 28年～ ～ ～ ～

17年 20年 27年 ４年

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

食 料 品 1 － 1 食 料 品 2 － 2

繊 維 ・ 衣 服 － － － 繊 維 － － －

木 材 ・ 木 製 品
・ 家 具 等 － － －

木 材 ・ 木 製 品
・ 家 具 等 － － －

印 刷 関 連 － － － 印 刷 関 連 － － －

化 学 － － － 化 学 － － －

窯 業 ・ 土 石 － － － 窯 業 ・ 土 石 － － －

鉄 鋼・ 非鉄 金属
・ 金 属

－ － －
鉄 鋼・ 非鉄 金属
・ 金 属 － － －

一般機械器具 － － － は ん用 機械 器具 － － －

電気機械器具 － － － 生 産用 機械 器具 2 － 2

精密機械器具 2 － 2 業 務用 機械 器具 － － －

上 記 以 外 の
製 造 業 － 4 4

上 記 以 外 の
製 造 業 － － －

－ － － － 1 1

－ － － 1 － 1

道路旅客運送業 1 － 1 道路旅客運送業 1 － 1

道路貨物運送業 － － － 道路貨物運送業 3 － 3

上 記 以 外 の
運 輸 業 － － －

上 記 以 外 の
運 輸 業 － 1 1

－ － － 郵 便 業 － － －

－ － － 3 － 3

－ － － － － －

－ － － － － －

2 2 4 － － －

4 3 7 － － －

－ － － － 2 2

－ － － 6 4 10

1 3 4 1 1 2

－ － － － － －

11 12 23 1 － 1

2 － 2

－ － －

22 9 31

（注）　平成15年１月及び平成21年１月に業種分類が一部変更された。

合 計 サ ー ビ ス 業

公 務

分 類 不 能

合 計

サ ー ビ ス 業 教育、学習支援業

公 務 医 療 、 福 祉

分 類 不 能 複合サービス事業

医 療 、 福 祉 学 術 研 究 、
専門・技術サービス業

教育、学習支援業
宿 泊 業 、
飲 食 サ ー ビ ス 業

複合サービス事業 生活関連サービス業、
娯 楽 業

金 融 ・ 保 険 業 卸 売 業 、 小 売 業

不 動 産 業 金 融 業 、 保 険 業

飲 食 店 、 宿 泊 業
不 動 産 業 、
物 品 賃 貸 業

電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

情 報 通 信 業 情 報 通 信 業

運
輸
業

運
輸
業

　、
郵
便
業卸 売 ・ 小 売 業

鉱 業 鉱 業 、 採 石 業 、
砂 利 採 取 業

建 設 業 建 設 業

製
　
　
　
造
　
　
　
業

製
　
　
　
造
　
　
　
業

　　　　　　　期間別

業種別

　
計

　　　　　　　期間別

業種別

　
計

農 ・ 林 ・ 漁 業 農 ・ 林 ・ 漁 業
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第９表　資格審査取扱件数一覧表

(昭25.1～令4.12)

期間別 25年 31年 41年 51年 61年 ８年 18年 28年～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

計
区　分 30年 40年 50年 60年 ７年 17年 27年 ４年

348 171 84 67 83 98 68 45 964

3 26 47 25 29 50 28 8 216

29 21 24 27 24 14 11 11 161

289 121 13 15 30 34 29 24 555

－ － － － － － － 2 2

25 25

2 3 － － － － － － 5

（注１）　「あっせん調停」については、昭和27年の労働組合法の一部改正により、
資格審査は不要とされた。

（注２）　取扱いの変更のため、本表では昭和25年以降の件数を計上している。

労 働 者 委 員
候 補 者 推 薦

あっせん調停

労 働 者
供 給 事 業

内
　
　
訳

申 請 件 数

不当労働行為

法 人 登 記

労働協約拡張適用
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